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　1　はじめに
　日米安全保障条約が改定されてから 50 年が経った 2010 年は，過去に例をみ
ないような重大事件が，次から次へと押し寄せてきた年でもあった。中国漁船
が日本の巡視船に衝突した尖閣諸島沖事件（1），メドベージェフ・ロシア大統領
の北方領土・国後島への訪問（2）などである。これらは，国家の主権を大きく損
なった事件であり，驚きを超えて慙愧の念を禁じえない。現政権の外交政策の
稚拙さが，日本外交の脆弱性を全世界に露呈してしまった。日本は，国家の最
重要事項である安全保障や外交面で，手の施しようのない痛手を負い，重大な
岐路に立たされている。日本の将来を見据えたうえで，今後どうすべきかにつ
いて，早急に取り組むことが喫緊の課題となっている。
　日本が戦後，国際紛争に巻き込まれることもなく平和な生活を享受し，驚異
的な経済発展を遂げることができた過程を分析してみると，そこには，いろい
ろな要因が作用していたことがわかる。そのなかでも忘れてはならないのは，
日米安全保障条約の存在である。1951 年（昭和 26 年），サンフランシスコで，
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当時の吉田全権がもし，国家の全責任を負って政治判断することなく，日米安
全保障条約の調印を渋っていたとしたら，日本の運命は，その後どのような道
をたどっていたであろうか。想像を絶するに余りある（3）。
　吉田首相によって調印された旧日米安保条約は，その後，その内容が，不平
等かつ片務的性格（4）を帯びていることが問題視されるようになり，岸首相は，
主権国家としての望ましい安全保障のかたちを構想することになった。
　本稿では，日米安全保障条約改定 50 周年の節目から歴史を振り返り，改定
当時，衆議院・日米安全保障条約等特別委員会公聴会（昭和 35 年 5 月 13 日・
14 日）を舞台に繰り広げられた公述人の陳述を，国会会議録に基づいて分析
する。このことを通じて，日米安全保障条約の成立と改正にいたる歴史的経緯，
議論内容およびその意義について検討を加え，もって混乱の極みにある日本の
安全保障論議に一石を投じることを目的とする。
　2　日米安全保障条約 －その内容と歴史的経緯
　1951 年（昭和 26 年）9 月 8 日，アメリカ合衆国と日本の間で，日米安全保
障条約（以下，旧日米安保条約）が結ばれた。この旧日米安保条約は，日本が
独立を許された対日平和条約と同時に調印されたもので，内容は対等なもので
はなく，著しく不平等かつ片務的な性格をもつものであった。
　旧日米安保条約の前文には，「日本国は，武装を解除されているので，平和
条約の効力発生の時において固有の自衛権を行使する有効な手段をもたない。 
無責任な軍国主義がまだ世界から駆逐されていないので，前記の状態にある日
本国には危険がある。よつて，日本国は平和条約が日本国とアメリカ合衆国の
間に効力を生ずるのと同時に効力を生ずべきアメリカ合衆国との安全保障条約
を希望する」（5）とある。
　ここで想定されたシナリオは，当時の日本が置かれていた東アジアの冷戦構
造の現実からして，決して誇大な妄想ではなく，むしろ偽らざる現実認識から
発したものであった。巷間，これが占領政策の継続と受け止められたのも無理
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からぬことであった。
　旧日米安保条約の締結から 4 年後の 1955 年（昭和 30 年）に，重光外相がア
メリカのダレス国務長官に対して，旧日米安保条約を対等な条約に改定するよ
う要求した。しかし，ダレス長官の応答は，「日本が相応の戦力をもち，十分
な法的枠組みと改正憲法をもつならともかく，そうでなければ安保改定は時期
尚早」（6）であった。アメリカ側は，日本に今そのような力量があるのか，と拒
絶したのである。その後，1957 年（昭和 32 年），岸信介首相がダレス国務長
官に対して，「不平等な安保条約を直さねばならない」と申し入れた。これに
対しダレス国務長官は，重光外相の時とは違って，「安保改定」を原則的に了
解した。しかし，「このような大事な問題は国務省や，政治的にだけ決定する
わけにはいかない。この問題は国防総省の側の軍事的見解を聞かなければなら
ない」（7），と返答してきた。この問題の解決にあたっては，日米双方が委員を
出して「安全保障委員会」をつくり，「1951 年に調印された旧安保条約を変え
ることなく，日本の要望を受け入れるか，または条約そのものを改正しなけれ
ばならいかを軍事専門委員を入れて研究したい」（8）とアメリカ側からの回答が
あった。この軍事専門家を入れた日米安全保障委員会は，一年有余にわたり作
業を行った。
　その研究をふまえた検討の結果，以下のような改正要綱が決定された（9）。新
条約のうち，国会審議で議論の対象となった重要な改正点は，現行の日米安保
条約第 5 条で，すなわち，「日本国の施政の下にある領域における，いずれか
一方に対する武力攻撃が，自国の平和及び安全を危うくするものであることを
認め，自国の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対処するように行動
することを宣言する」（10）との規定であった。これは，アメリカが，日本国を防
衛する義務を宣言したことを意味する。
　さらに，同条約第 6 条は，「日本国の安全に寄与し，並びに極東における国
際の平和及び安全の維持に寄与するため，アメリカ合衆国は，その陸軍，空軍
及び海軍が日本国において施設及び区域を使用することを許される」（11）として
いる。これは，日本がアメリカに対して正式に施設及び区域を使用する基地を
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提供する義務を負うことを意味する。また，第 6 条の実施に関する交換公文（12）
では，基地は日本の安全のみならず，極東における平和と安全に寄与するため
にも使用されることが記されている。「合衆国軍隊の日本国への配置における
重要な変更，同軍隊の装備における重要な変更並びに日本国から行なわれる戦
闘作戦行動（前記の条約第五条の規定に基づいて行なわれるものを除く。）の
ための基地としての日本国内の施設及び区域の使用は，日本国政府との事前の
協議の主題とする」（13）とあるのは，日本の防衛以外に使用する場合は，日本政
府との事前協議の対象となることを確認したものである。日本におけるアメリ
カ軍の配置と装備における重大な変更も，日本政府との事前協議の対象となる
ことが明記されている。事前協議に関して，「米国政府日本政府の意思に反し
て行動する意図のないことを保証する」（14）という岸首相とアイゼンハワー大統
領との共同声明が出されている。
　第 10 条第 2 項には，「この条約が十年間効力を存続した後は，いずれの締約
国も，他方の締約国に対しこの条約を終了させる意志を通告することができ，
その場合には，この条約は，そのような通告が行われた後一年で終了する」（15）
と規定されている。つまり，本条約を再検討するにあたり，期限を設定するこ
とで時間的猶予を設けたのである。
　1960 年（昭和 35 年）1 月 19 日に調印された新安保条約の国会での批准手続
きを行うために，同年 2 月に衆議院に安保条約を審議するための特別委員会（日
米安全保障条約等特別委員会）が設置された。この審議では，野党が激しく政
府を追及し，審議が長期化したため，与党自民党は 5 月 19 日に（16），強行採決
に踏み切った。この採決を機に，安保反対のデモ隊が連日国会議事堂をとり囲
んだ。機動隊とデモ隊が激しく衝突する中で，一人の女子学生が死亡した。こ
の学生の死によって，安保反対闘争は，一段と勢いを増し，首相官邸の周辺では，
安保反対・岸首相退陣を叫ぶ 30 万人にも及ぶデモが繰り広げられた（17）。首相
官邸にこもっていた側近たちは，デモ隊の勢いを恐れるかのように一人また一
人と去り，ついには実弟の佐藤栄作のみが岸とともにあった。首相官邸の警備
に自信がないという小倉謙警視総監の警告を無視し，「死ぬなら首相官邸で」（18）
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というのが岸の心境であった。1960 年 6 月 19 日午前零時，日米安保条約は自
然成立した。
　安保条約の自然成立を受けて，1960 年 6 月 23 日に，日本と米国との間で批
准書（19）が交換された。岸首相が退陣を表明したのは，新安保条約が自然承認
された 4 日後で，まさに批准書交換日の 6 月 23 日であった。岸は，当時の安
保闘争を振り返り，「安保改定という至上命令を前にして，国会対策関係者な
どが連日連夜協議した結果あれ以外にないとの結論に達した」（20）。「『やり方に
賛成できない』というのであればどんな手段を示すことができただろうか。あ
のとき会期延長も採決もしかなったならば，安保改定は廃棄になったであろう。
その結果は，単に岸内閣の進退にとどまらず，日米関係に重大な亀裂が生じ，
わが国の国際的立場は著しく低下したであろう」，さらに「手続きが異常であ
るとはだれの指摘を待つまでもなく，全員承知の上で踏み切らざるを得なかっ
たのである」（21）と述べている。さらに岸は，「私たちが取り組んできた安保条
約の改定は，旧条約と比べて，我が国にとって格段に有利である（中略），そ
の後の経過や今日の状態を見れば日本国民が深くその成果を享受していること
は明らかであろう」（22）と当時を回顧している。岸は，このような状況のなかで，
「安保改定で一番苦労したのは党内調整であった。その次が日米交渉であった。
国会対策の方は，野党が反対するのだからあまり意に介さなかった。デモ隊も
たいしたことなかった。党内の足元を固めて対米交渉にどうもっていくのか，
とういうことが最も大きな仕事だった」（23）と述べている。いわゆる党内の八つ
の派閥（24）による政権内の対立が，安保改定作業にもきわめて大きな意味をもっ
ていたのである。大きな時勢のうねりの中で，日米安保条約は改定されたので
ある。
　岸の言葉を借りるまでもなく，日米安保体制が，冷戦の全期間にわたって，
北東アジア地域の安全・安定のために必要不可欠であったことは，衆目の一致
するところであった。
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　3　日米安全保障条約等特別委員会 －公聴会公述人意見陳述
　条約改正までの二年有余にわたり，わが国の安全保障に対して多角的な観点
から議論が展開された。特に，条約改正の最終段階の 1960 年（昭和 35 年）5
月 13 日と 14 日の二日間にわたり，第 34 回国会で「日米安全保障条約等特別
委員会」公聴会が開催され，「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び
安全保障条約の締結について承認を求めるの件（条約第一号）」，「日本国とア
メリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域
並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の締結について承認を求
めるの件（条約第二号）」，「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安
全保障条約等の締結に伴う関係法令の整理に関する法律案（内閣提出第六五
号）」（25）が議題とされた。
　この特別委員会公聴会では，学識経験豊かにして，しかも本件に関する深い
関心と造詣を有している 8 人の公述人より貴重な意見が出された。
　13 日の公述人は，評論家の大井篤氏，東大名誉教授・大内兵衛氏，ジャパ
ンタイムス社長・福島慎太郎氏，評論家・松岡洋子氏，14 日の公述人は，一
橋大学教授・大平善梧氏，京都大学教授・猪木正道氏，中央大学教授・田村幸
策氏，元駐英大使・西春彦氏であった。
　この公聴会議録を手にとり内容を検討してみると，非常に示唆に富む内容を
含んでいることが分かる。50 年前の特別委員会の公聴会に焦点を当てたのは，
それぞれの立場からの意見陳述が，日本をとりまく安全保障問題の本質を明確
に理解する上で，今なお役立つと考えたからである。日米安全保障条約の何に
注目し，それに対してどのような意見を述べ，もって日本の安全保障・防衛・
外交の領域に関し，将来に向かって何を伝えようとしていたのかが，如実にわ
かる貴重な資料である。
　なお，発言を引用した箇所には，今日では使われていない用語，表現等も散
見されるが，会議録の原文のまま引用していることをお断りしておく。
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　以下に，公述人 8 人の意見を順次紹介する。
　（1）大井篤公述人
　大井公述人は，まず，当時の日本を取り巻く東アジア冷戦構造の下で，日米
安保条約改定がなぜ必要なのかについて述べている。議会制民主主義に基づく
日本とは異なる政治体制が，「侵略性があるとすれば，これは危険なことだと
申さねばならないと思います。遺憾ながら，歴史，それから現実に共産側が準
備しておりますところ，ときどき彼らの外交的―これはおどしかもしれませ
んけれども，いろいろな表現の仕方，そういうものの中に，われわれはなかな
か安心のできないものがあるわけであります」（26）と述べ，それは日本にとって
「致命的な脅威」（27）となりうるのであり，よって外交的手段を含めた安全保障
の確立が必要になると主張している。
　さらに，同公述人は，軍事的に見た場合，核保有国が相互に核レベルで対
峙した状況のなか，最悪の有事に対処するために日本の防衛がどうあるべき
かについて言及する。「今日の，平和は，水爆ロケットが平和をもたらしてい
るのだという感じ方を，私などはさせられるのであります。そこで，われわ
れが，もし自由主義側が水爆ロケットのもとに団結を固くしていなかったな
らば，どういうことになるだろうかという不安がここに出てくるわけであり
ます。これが，やはり新条約は日本に必要だと思う私の意見の，一部的では
ありますけれでも，理由であります」（28）と述べ，「向こうに攻撃の，たとえば
攻撃の誘惑心を起こさせ，それがために，日本が火もとになって世界の平和
を撹乱するもとを作るようなことになったら大へんだ，こう思うのでありま
す」（29）としながら，日米安保体制改定による所謂「拡大抑止」の軍事的な効用
を強調している。
　次に，同公述人は，外国からの直接的な軍事的脅威のみならず，マキャベリ
的な外交上の揺さぶりも，日本の防衛にとって実のところ脅威となりうること
を指摘する。「一体，国というものは，エキスペーディエンシーで働くもので
ある。（中略）国家とか，そういう大きなオーガナイズしたソサエティは，利害，
─ 144 ─
日米安全保障条約改定 50 周年に寄せて（三浦）
打算というものをちゃんと計算して行動をきめるものであります。それが，共
産側はこの辺が非常に慎重である。力関係というものを計算する。それから闘
争を進めるのには，戦争以外の，武力以外の手段を彼らは持っておる。彼らの
戦略的ビジョンは西欧側よりうんと広い」（30）との認識を示している。
　加えて，日米安保条約の改定によって，日本がアメリカの世界戦略に組み込
まれることで，結果的に日本が戦争へと巻き込まれるのでは，との見解に対し
ては，次のように述べている。「私は，戦争に巻き込まれないという観点から，
この条約の価値を見るということは不同意」であるとしたうえで，戦争防止を
目的とした抑止の観点から，日米安保条約改定の必要性について言及する。「今
世界がとっておる抑制，デターレンス，戦争の抑制，阻止とでもいう方法，こ
れはわれわれとして検討すべきだと思うのであります。このデターレンスとい
うものは，戦争をしかけてきたら，あなたは，そのしかけた戦争によって大へ
んなことになりますぞということ，そういう心理作用を相手に起こすことに
よって，戦争を発生せしめようとする誘惑心，意思を抑えるという問題であり
ます。戦争が起きたら防衛するというのではありません。もっと積極的な―
積極的といいますか，心理的なものでありますが，この抑制が今日とられてお
る戦争防止の方法だろうと思います」（31）。積極的に抑止効果を追求することこ
そが，ひいては世界の安定へとつながると主張する。冷戦構造下における抑止
のもつ戦略的意義を強調している。
　以上の諸点から，同公述人は，朝鮮戦争などの局地戦争を例証しながら，「ア
メリカが確実に参画したということで，その後の情勢は，あなた方御承知の通
り，今日はついにあの辺ではあまり砲声もなくなってしまったという情勢，こ
ういう点が，私は抑制というものが成功しているんだという証明になると思い
ます。この反対の事例をどこにあげますか。反対の事例を，私は，残念ながら
寡聞にして，あげることができない」（32）と述べ，同公述人は，日米安保条約改
定が周辺の不安を煽ることを危惧する反対論を一蹴しつつ，日米安全保障条約
のもつ抑止効果を，積極的に追求するべきであると結論付けている。
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　（2）大内兵衛公述人
　二番目に，大内公述人が陳述した。冒頭，同公述人は，サンフランシスコ
条約締結前に，日本の進むべき進路に関する国是をまとめ上げたことを紹介
する。第一に，戦争した諸国と同時講和すること，第二に，世界の戦争勢力
に対して中立を堅持すること，第三に，いかなる外国にも基地提供しないこと，
以上の三点にわたり所見を提示している。
　「この三つの原則は，日本が，昭和二十年，戦争をやめたときに，当然に
決心しなければならない原則であったのでありまして，そうしてまた，世界
の人道主義の原理でありますが，たまたま昭和二十一年の憲法をもってこれ
が確定し，そうしてこれが日本国民の意思として表明せられたのであります。
そういう意味で，われわれは，新しい日本国憲法をもってりっぱな憲法とし
て守り通さねばならぬ。もし，それを改正するといたしますならば，それも
憲法に基づく正当なる手続をもってすべきであると決心いたしました。すな
わち，右の三原則は，日本の正義の立場であると同時に，日本国憲法の規定
及び精神であるという確信が，われわれの精神であります。われわれは，そ
ういう意味において立憲主義者，そういう意味において民主主義者でありま
す」（33）と述べている。同公述人は，日米安保条約に反対の立場から，アジア諸
国との同時講和と日本の中立堅持の必要性を強調しながら，外国の軍隊に対
して軍事基地を提供することで，日本が法的には独立しながら，機能的には
属国化することを危惧する旨の意見陳述をおこなっている。
　次に，同公述人は，「サンフランシスコ条約はもちろん軍事協定であり，平
和主義に反するが，あれは戦争の結果として，勝利者の命令であるからやむを
得ないという点もあった。しかし，今度の条約は，日本の発意であります。そ
こでその反平和主義が露骨に現われたものと言えます。国民はその点を理解し
ないのであります」（34）と陳述する。さらに，「アメリカとともに持つ日本の軍
備は，日本にとっては身分不相応に大きいものであります。言うまでもなく，
アメリカは世界最大の軍国であり，予算の 60％をもって軍備をいたしており
ます。世界の歴史の上で，こんな国はいまだかつてないのであります。日本の
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満州事変以後でも四五％の程度でありました。こういう世界第一の軍国主義と
手を取って目的を一にすることによって，日本もまた軍国主義となるのであり
ます。日本のような経済的，精神的な弱小国が，こういう大きいかぶとをかぶっ
て世界の舞台に立つということは，たとえて申しますならば，私が横綱を張っ
て土俵に出るのと同じであります。危険どころの問題ではなくして，こっけい
であります。決して国民の意思ではありません。国民は心ではこれを泣いてお
ると思います」（35）と強調する。日米安保条約締結に至る政治プロセスが，憲法
の平和主義ならびに民主主義の原則に反していると述べつつ，国民の同意を得
ることこそ，優先すべき政治課題であると主張する。
　さらに，所謂「地域的集団安全保障」については，世界的な軍備縮小への取
り組みと日本の被爆体験とを勘案して，「問題は，戦力の大きさであります。
安保条約は，文言上，攻守同盟という形は避けております。しかしながら，日
本の歴史的条件，地理的条件，その基地及び兵力そのものの構成から考えます
ならば，これを侵略的のものと解するのは，われわれにとってはともかくも，
彼らにとっては全くやむを得ないところであります。現にアメリカの飛行機が
ソ連の国境を越える力を持っておる以上は，それを誤りだと言っても，何とも
仕方のないことであります。（中略）要するに，私は，新安保条約は，日本が
戦後に持った正しい理想，平和憲法に反するもの」（36）と断定する。日米安保条
約改定が，結果的に日本国憲法の平和主義を，理想から後退させるかもしれな
いことへの危惧の念を表している。
　結論として，同公述人は，「私は，右の意味において，安保条約改定に絶対反
対であります。しかし，私は，私と異なった見地から，日本も軍隊を持つがい
い，アメリカと協同するがいいという意見があることを，よく承知しておりま
す。そして，それも一見識であるということを決して否認いたしません。そして，
ことに今日，日本とアメリカとの経済関係，今までアメリカにこうむった恩顧
を考えますときには，ある程度これは実際的な意見であると信じます。」（37）との
立場を明らかにしている。
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　（3）福島愼太郎公述人
　三番目は，福島公述人である。同氏は，日米安全保障条約の成立の背景に触
れながら，「安保条約についても，ふできのところはたくさんある。これ改良
したらどうかという議論はありましょうけれども，日米の安保体制というもの
が，全般的に国民に承認されてきたということは，憲法と同じように，今まで
は事実であったのではないかと私は思っています。平和条約ができ，独立とい
うことになり，これから，再建とか今後の生存という問題を考える日本として
は，どういう方向で国の安定をはかっていくか，そういうときに，われわれは，
アメリカとの協力によって日本の経済再建をはかっていこう，独立の保全をは
かっていこう，大体そういう方式を，その当時は是認したのではないかと思っ
ています」（38）との見解を示唆する。日本国憲法と同様に，日米安保条約も国家
の安定と経済の再建という観点から，国民は，おおむねその役割に理解を示し
ているとの認識を陳述している。
　次に，日米安保条約をめぐる国内世論の関心が，当初は，日米安保条約改
定の必要性議論であったのにもかかわらず，改定段階になると，日米安全保
障条約不要論へとシフトしていったことを，各新聞社の論調を事例に，次の
ように述べている。「とりあえず昭和三十二年の夏，岸首相のアメリカ行きの
前後から，各社の新聞の，安保条約に関する社説を，一応念のために拾い上
げて並べてみたのですが，ほとんど全部が，安保条約改定をしろという議論
をしております。そして，その改定点などをあげております。世の中をあげ
て安保条約改定論が盛んであったことは，ここ三，四年間，間違いがない事実
であります。その調子に乗ってかどうか，その支持を受けてかどうか知りま
せんけれども，また，そのほかに動機があってのことかどうか知りませんけ
れども，政府は，アメリカとの間に条約改定を取り上げ，どうにかこうにか
改定案ができた。当時，少なくとも新聞の社説で取り上げた安保条約の改定
点というものは今日の改正案においては一応取り上げられておる，ほとんど
全部改定せられておる。そういうことで，安保条約の新しい改正案というも
のができて，いよいよ最終的な審議ということにかかりますと，議論は一転
─ 148 ─
日米安全保障条約改定 50 周年に寄せて（三浦）
して，改定論ではなくて，安保条約不必要論になったというのが，現状であ
ろうかと思います」（39）。
　また，同公述人は，国会における議論においても，「保守党と革新政党が対
立しておる世の中でありますから，安保改定問題というものも，その与野党両
党の間において争われている。争われている間にだんだん形が変わってきて，
改定論から不要論になるというようなことは，わからないでもございません。
しかしながら，問題は，どうやって国の安全を将来に期待していこうか，国民
の利益と繁栄を増進していこうかという，国策をきめると申しますか，政治上
の態度をきめる問題でございます。政治問題として争われている間に，問題の
根本が失われては困るということが，私ども局外者の意見でございます。政治
問題と申しましても語弊があるかと思いますけれども，与野党両党の間の問題
と化して，少し俗な言葉で申しますれば，条約改定問題は政治的なフットボー
ルになって，あっちにけられ，こっちにけられている間に，議論の内容が変わっ
てくる。議論の内容が変わることがけしからぬということではございませんけ
れども，私どもとしては，扱い方にいささか不安を持つ」（40）と苦言を呈してい
る。さらに，「岸内閣に反対するのは自由であります。岸信介さんに反対する
のも勝手であろうと私は思う。しかしながら，岸信介に反対する，岸内閣に反
対するために，事のついでに，安保条約をその道具に使って，これに反対して
目的を達しようということでは，問題の扱い方が違うのじゃないか」（41）と述べ
ながら，国政レベルでの議論において，55 年体制下における与野党間の党派
的利害損得の駆け引きの過程で，旧安保条約改定をめぐる議論をたちどころに
政争の具へとおとしめ，よって日本の将来の安全保障や繁栄をどう確保するか
という本質的な議論が，結果的に後退してしまっている当時の政治状況を批判
している。
　くわえて，同公述人は，「政治もしくは外交問題としては，現在，そうして
また，将来予見し得る国際情勢のもとにおいて，どんなふうにこの国を立てて
いくか，どんな方角でこの国を運転していくか，どういう立国条件が，この国
の目的のために，国民の利益，国の安全の目的のために適するかということを
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考えることが，当然安保条約審議の土台にならなければならないのではないか
と思います。くどいようでございますけれども，すべての判断の基礎は，国民
の利益，繁栄を前提として，国の安全を保障する方策と，安全度のより高い方
に向かっていくという考え方で，判断されなければならない」（42）と改めて自身
の見解を示唆する。「われわれの将来の状況を考えてみます場合に，中共の将
来の発展というものは，どうしても勘定に入れておかなければならない。中共
の資本蓄積というものは，何十年かの日時をかせば，あるいはさらにそれより
も早く，経済単位として成長するということは，私は当然だろうと思う。日本
が自由諸国家群とのつながりを持たず，東南アジアにおける自由諸国群との経
済協力とか，そういう面における用意が不足であれば，将来は，いつのことか
私は知りませんけれども，孤立した日本の経済は，中共の経済にのみ込まれて
しまうということは，覚悟してかかる必要がある」（43）と，東アジアの将来につ
いても言及している。将来予測が困難な国際情勢のもとで，どうすれば日本が，
国益や国民の安全といった主権国家に課せられた責務，すなわち国家安全保障
をいかに確保するのかが，最大の国民的な合理目的であると強調する。
　その上で，同公述人は，冷戦構造のもと最も現実的な同盟関係を構築できる
可能性のあるのは，日米関係に基礎においたもの以外には存在しないことを指
摘する。「さしあたりは，日米安保体制による安定の確保ということを，われ
われの立国の基本にしておるというのが現状でございます。これによって，日
本の生存のための経済的要件も充足しておる。最近の日本の経済状態がこれを
有力に証明していると思います。われわれの世界というものは，究極は国連の
充足による安全の保障という時代がくるのでありましょうけれども，そこにい
けるまでは，当分は，日本は日米安保体制でやるほかはない」（44）と述べつつ，
最後に，同公述人は，日本とアメリカとの二国間協力関係に基づく日米安保条
約の改定こそ，日本の平和と繁栄を維持する近道であると締めくくっている。
　（4）松岡洋子公述人
　松岡公述人は，冒頭，女性ならびに一般市民としての視点から，「この冷戦
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緩和の方向へ，平和の方向へということは，私たち日本の女といたしましては，
これは言うまでもなく，もう戦争はしたくない，絶対にしてはならないという
立場からであることは，これまた申すまでもないことだと思います。それは，
私たちが大へんひどい目にあったということで，二度と再びああいうことはし
たくない，それからまた，私たちの子供たちにもああいう目には絶対にあわせ
たくないという，大へんに強い願いからであることは，言うまでもございませ
ん。しかし，もう一つ，ここで私たちが今度考え及びましたことは，私たちだ
けがひどい目にあったから，これは絶対に平和の方向に向かなければならない
ということだけではなくて，あの戦争によって痛められた実に多くの人々がア
ジアにいる。その人たちをまた再び痛めつけてはならないという立場を，同時
にとらなければならない」（45）と主張する。日米安保条約改定についての議論に
際しては，先の大戦で甚大な戦争被害に遭ったアジア諸国との関係をも考慮に
いれるべきである，との意見陳述をしている。
　さらに，同公述人は，「アメリカが軍事体制を作る場合に，よその国と同盟
する場合に，自分の国が負う義務に見合う義務も相手国は負わなければなら
ない，アメリカにすれば当然なことだろうと考えたのでございます。しかし，
それでは，私たち日本人が負わなければならない義務というのは一体どうい
うことなのであろうか，現行の安保には，日本が漸次軍備を増強していくこ
とを期待するというふうに書いてあります。期待するという，ごくやわらか
な言葉であったのにもかわらず，ロッキードまでも生産するようになったこ
の八年間を振り返ってみますと，これが義務づけられたときには，一体どの
ような格好になるのだろうかということは，私たちに大へん大きな不安を巻
き起こしました」（46）との考えを示唆する。「私たちと関係のない事柄で私たち
が戦争に巻き込まれる危険性」（47）にも言及しつつ，日米安保条約改定によって
もたらされるであろう軍備増強の可能性については，これに反対する立場を
表明している。
　また，日米安保条約改定によって想定される事前協議に関連して，「アメリ
カの言うなりになるということではなくて，日本が日本の独自の立場をとる，
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そして，独自の立場をとるということは，外交の問題といたしましては，自分
たちのマヌーバラビリティと申しますか，ともかく動ける余地をできるだけた
くさんとるということこそ，これは一国の外交の自主性というのではないだろ
うか」（48）と述べつつ，新日米安保条約の実際的な運用面での課題を指摘してい
る。
　さらに，同公述人は，「外国の軍隊が駐留しているということは，これは植
民地の状態なのである，そして，日本がそうであるから，自分たちもそう思う
のだというような言い方にあったときに，私もはっとさせられました。つまり，
あの平和条約で，もちろん私たちは独立国家になったというふうに考えており
ましたけれども，しかし，世界の今まで植民地であった国の人々は，そういっ
たような常識ではものを判断していないということも，これはやはり私たち知
らなければならないことなのではないでございましょうか。このように，日本
がまた一方的に締めつけられていくというようなことになりますと，一体，今
後中国との関係はどうなるかということは，これは私たちにとって非常に大き
な問題でございます」（49）と自身の考えを述べつつ，サンフランシスコ講和条
約と同時に結ばれた日米安保条約が，日本をして，外国軍が駐留する植民地的
な状況へと追い込んだと主張する。さらに，このことが，結果的に，日本の対
中国関係に暗い影をおとすことになりかねないとの懸念を表明している。
　くわえて，同公述人は，核兵器開発に奔走するアメリカに対して，水爆実験
反対といった道義的観点からの見直しを，日本自らが主体的に求めることがで
きずに，その結果として，真の日米友好実現が困難なものになるとしたら，こ
のことは，決して日本の国益にはならないとの認識を示す。結論として，日米
安全保障条約改定に反対であるとしている。
　（5）大平善梧公述人
　大平公述人は，日米安全保障条約改定に賛成する立場から，はじめに，日米
安保条約の目的について，次のように言及している。「安保問題の中心点は，
第一に日本の安全を確保することである。何を守るか，もしいろいろな論議を
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いたしましても，日本の安全がより不安定なものになるならば，これは意味を
なさないと考えるのであります。日本の安全を確保する。これは国際法的には
政治的な独立，領土保全といわれておりまするが，日本の安全を守り，日本の
基本的な価値を維持し，そのための制度を確保するということが安全保障の目
的」（50）であると明言する。そのうえで，「国家である以上は，自国の生存を全
うし，国民の幸福安寧を増強するように努めるのが政治の本務」（51）と述べ，議
論の前提として，日米安保改定の基本的含意を明らかにしている。
　その上で，同公述人は，日本の安全保障をいかに実現するかという点に関連
して，「この点につきまして安全保障を集団安全保障体制に求めるか，あるい
は中立に求めるか，さらにはまた他の陣営に走るという考えすらうかがわれる
のでありまするけれども，私はこの点をまず最初にはっきりとさせなければな
らない」（52）と問題提起している。さらに，それを受けて，「一体日本はどちら
の側に立って国際的進路を決定するのかと反問したいのでありまして，大筋に
おいて新憲法の線で日本の進み行く方向がきまっていると考えるのであります
るから，基本的人権を尊重し，各人の人格の自由を肯定し，福祉国家を健全に
育て上げるということが目的にあります」（53）と述べながら，日本という国家が
依って立つべき基本条件を確認している。
　日米安保条約改定をめぐる国内議論について，「『らっぱもし定まりなき音を
出さばたれかその行動の備えをなすことができょうか』という文句がございま
す。どうもらっぱの音色がはっきりしていない，これが日本の安全保障に対す
る欠点」（54）と断じつつ，「集団安全保障にかわるところの有効な，われわれが
安心のできる体制が他にあるだろうか，この点を十分に考える必要があるので
あります。中立が可能であるか。法律的には可能でありましょう。しかし現実
に可能であるかどうか，それがどういうふうな関係にあるか，十分に考える必
要があろうと思うのであります」（55）と自らの見解を明らかにしている。「安全
保障を害するような体制ということは，私は大へん困ると考えるのでありまし
て，その点におきまして新安保条約が，在日米軍が日本を防衛するという点を
はっきりとうたった，これは私は戦争を阻止する意味におきまして有効である。
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しかもその前文におきまして日本とアメリカとの関係をこううたっておりま
す。『民主主義の諸原則，個人の自由及び法の支配を擁護することを希望』する，
新安保条約に反対する方でもこの前文『民主主義の諸原則，個人の自由及び法
の支配を擁護する』これに反対する方はないと思うのであります」（56）と述べな
がら，新日米安保条約の目指すべき方向性が，現実的にも法政治論的にも妥当
なものであると主張している。
　第二点目に，同公述人は，事実関係に立脚した安保議論の必要性とそれに即
応した施策議論の重要性について，次のように陳述している。「私は安保論議
が事実関係に立脚しなければならない，事実を尊重し，それに即応するような
政策をとらなければならないと考えておるものでございます。この場合にいろ
いろな点が注意されなければなりませんけれども，力及び力の制限という問題
が大きく浮かぶのでありまして，現在の世界の平和がいろいろな要素によって
構成されておるのでありますが，しかし力の両極化といわれる現象，不安定な
がらも力の均衡が保たれておる。相互抑制という形において世界の平和が保た
れておるのであります。従ってこの力の抑制という点にいたしますれば，世界
は集団安全保障の網が張りめぐらされておるのであります」（57）と述べながら，
現実の政治においては，集団安全保障措置が一般的であると指摘する。「世界
の大勢によれば集団安全保障の網の中に入って自国の安全を守る，これが当然
ではないか，こう考えられるのであります。結局公式的なあるいは法理論的な
単純なイデオロギーでは問題は片がつかないのでありまして，現在におきまし
てこの大きな相互抑制から出てくるところの力の均衡を破らないようにする，
これが現在において努むべきことではなかろうか」（58）と述べつつ，二国間ある
いは多国間の違いは別にして，政策として勢力均衡を基盤とする新日米安保体
制の必要性について言及している。
　第三点目に，同公述人は，新日米安保条約の成立について，新しい条約を作
るのではなく，旧条約を改定することで対応すべきであると主張する。「これ
は新しく条約を作るということではなくして，旧条約を改正するのである，安
保反対というのはおかしい。安保体制を根本的にここで研究する必要はござい
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ましょうが，しかし旧条約と新条約とを比較して現行条約よりもよりプラスで
あるならば，プラス，マイナスを差し引きましてどちらがいいかということを
判断すべきことであります。安保反対，安保解消と口で叫ぶことは簡単でござ
いましょう。しかしながら，条約の一方的な破棄は国際法上許されていないの
であります」（59）。同条約の取り扱いについては，国際法の原則や国益等を考慮
に入れながら，冷静かつ慎重に検討すべきであるとしている。
　そのうえで，「現在の安保条約は期限が定めてございません。大体第四条に
よりまして，やや暫定的な意味をにおわしておりますけれども，日本とアメリ
カとの意思が合致しない限り，いわばアメリカがこれを認めない限りは，無期
限に続くようになっておるのであります。従ってこれを破棄することは国際法
違反となり，また単に破棄を通告するだけでは，日本に基地が残っておるので
ありますから，これを完全に撤去してもらうためには事実上の摩擦を生ずるの
であります。従って平和憲法の立場からいたしましても，国際紛争を引き起こ
すことになり，非常に大きな危険も伴うのであります。これは政治的にも法律
的にも許されないことだ」（60）と述べながら，日米安保条約の破棄によって生じ
るであろう問題点をあえて指摘している。
　他方，日米安保条約改定がもたらす利点については，同公述人は，その第一
点目として，新条約によって条約期限が無期限から十年になったことを挙げて
いる。「私は日本の現在の立場から考えまして，過去十年，終戦後われわれは
安全に世界の奇跡と称せられるほどの復興を遂げておる。この実績を尊重いた
しますならば，今後十年によって日本はますます国力を充実いたしまして，さ
らによりよき発展を遂げるだろう，（中略）十年後におきましては日本は非常
な強い立場に立ち得るのであります。法律的にも政治的にも，新しい安保体制
によってそういうことが約束されたのでありますから，私はこの条約の最大の
利点といたしたいのであります」（61）と自らの見解を明らかにしている。第二の
利点は，事前協議の制度である。「これは抜け穴であるとか，いろいろ言われ
ておりますが，現在までは単に基地を提供するだけでありました。今度は日米
が協議をし，特に在日米軍の配置及び重要なるところの装備の変更及び域外出
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動について事前協議をするということが，六条実施に関する交換公文に書いて
あるのであります。この事前協議によって，今後日本の政府が強い腰をもって，
国民の世論の背景によって相手に交渉する機会を与えられたのでありまして，
今まではその機会さえなかった」（62）と述べながら，その意義を強調する。「た
とえば黒いジェットが日本に来ましても，通告さえ受けていないわけでありま
す。こういう場合が今後は起こらない。日本が強い立場において交渉する機会
が与えられた，これだけでも非常な利点でございます。さらに，日本人が一番
心配しておるところのミサイル基地が日本に作られやしないかという点であり
まするが，重大なる装備の変更ということをアメリカ側が事前協議の対象にし
たということ，これは法律的に日本にミサイル基地を置かないということを彼
らが暗黙のうちに認めた」（63）ことと肯定的に評価する。「日本の安全をよりよ
くするような安保改定でなければならない。安保改定は事実を尊重し，国際情
勢に即応するものでなければならない」（64）としている。
　最後に，同公述人は，日米安全保障条約の，新条約と旧条約とを比較考量
して，新条約の方がプラス効果を望めなるならば，しかるべき段階に政治判
断すべきであると述べている。「私は条約の承認の問題は，最後の段階におき
まして政治的な判断によって大局的に考えるべきものだと思うのであります。
外交は相手のあることであり，決して完全なものがわれわれの希望通りに生
まれるとは考えられない。しかしプラスとマイナスとを差し引いてよりプラ
スであるならば，これを大局的な立場から承認すべきである」（65）と自身の見解
を述べている。さらに，その結論として，「日米提携は現段階において必要で
あり，わが国の平和と安全を維持するに有効であると認める。ただ，現行安
保条約は不適当であるから，これを対等自主的なより改善された新条約に改
定しなければならないと主張する。政府は速かに安保改定を実現し，さらに
進んで各方面に意欲ある外交策を講ずることを要望する。長く安保問題の一
事にかかわり全般の国策を停滞せしめることは，世界の大勢がこれを許さな
いところである。ここに，国民の足並みを揃えて安保の懸案を解決し，これ
とともに新しい構造にもとづき，更生日本にふさわしい力強い民主外交を打
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ちだすことを熱望する」（66）と述べながら，速やかな旧条約の改定と日本外交の
停滞なき進展を望みつつ結んでいる。
　（6）猪木正道公述人
　猪木公述人は，旧日米安保条約が，日本が完全占領という状況下で，しかも
朝鮮戦争の重要な基地機能を提供してきた歴史的経緯にもふれしつつ，改定に
よって不平等性ならびに片務性に一定の改善がなされることを，次のように評
価している。「たとえば内乱あるいは騒擾に際して米軍は出動できるといった
ようなきわめて不体裁な独立国らしからぬ条項がなくなったという点。それか
ら米軍の海外出勤，核兵器の持ち込み等に対して，現行の条約においては何ら
の法的な制約がなかった。それに対して，条約の正文ではなくて交換公文にお
いてでありますけれども，とにかく事前協議をする──協議というのは，これ
は拒否権を含むのかどうかという点は非常に問題でありまして，国際法の通念
から申しますと，協議というのは拒否権を含まぬということのようであります
けれども，とにかく全然相談もせぬというより相談をするという方がましであ
るということは，一応言えるのではないか。それから国連憲章を順守するとい
うことが一条，五条，七条において特筆されておる。これも当然とはいいます
けれども，前のものに比べて改善ではなかろうかと思うのであります。それか
ら前のものは，御承知の通り無期限でありますが，これは珍しい条約でありま
した。ところが今度の場合においては，十年という期限がついておって，その
後一年の予告でもって解消ができる。この点も，私は十年は長過ぎると思いま
すけれども，しかしながら，期限がないよりはましだという大平氏の意見ももっ
ともであると思うのであります。それからさらに米軍が日本の防衛の義務を第
五条で負っておるという点も，従来日本が基地提供の義務を負って，アメリカ
が何らの義務も負っておらぬということを主張しておる向きに対しては改善点
としてあげられるかもしれないと思うのであります」（67）。
　その上で，同公述人は，旧日米安保条約の改定にあたって，その問題点を，
以下に二点指摘している。
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　その第一点目は，同条約第三条「武力攻撃に抵抗するそれぞれの能力を，憲
法上の規定に従うことを条件として，維持し発展させる」（68）との規定に関連し
たものであり，日米同盟が本質的に孕む非対称性の問題である。すなわち，「第
三条において，バンデンバーグ決議が取り入れられまして，そうして旧条約の
前文では単に自国防衛のために漸増的に責任を負うという，言うならは道義的
な約束をしておったにすぎないのが，新しい条約におきましては，第三条にお
いて明白に自助及び相互援助によって武力攻撃に抵抗するそれぞれの能力を維
持，発展せしめるということを条約においてはっきりと約束しておる。この点
は憲法の制限においてというそういう前提がついておりますけれども，しかし
ながら，これが軍事同盟類似であるということをいわなければならないのじゃ
ないか。しかも，憲法の制限というのは，従来の経過から見まして，非常に憲
法の解釈というものが弾力性を持っておるという点で，国民が非常に不安を
持っておる。そういう点から考えました場合に，第三条というものが，バンデ
ンバーグ決議を取り入れて，米軍が日本を防衛する義務を引き受けるかわりに，
日本も自助及び相互援助ということで，それぞれの能力を維持発展させるとい
う点において，日本が，軍事同盟と明確には言えないにしても，きわめて軍事
同盟に近い，あるいは制限付の軍事同盟というものに入ったというふうに言わ
れても仕方がないのではないかというふうに思うのであります」（69）と意見陳述
している。
　第二点目は，新日米安保条約の第五条「日本国の施政の下にある領域におけ
る，いずれか一方に対する武力攻撃が，自国の平和及び安全を危うくするもの
であることを認め，自国の憲法上の規定及び手続に従つて共通の危険に対処
するように行動する」（70）に関連したものである。同公述人は，「旧条約におき
ましては，第一条におきまして，基地提供の義務を負っておったにすぎません
が，それに反しまして新条約では第五条において日本国の施政のもとにある領
域におけるいずれか一方に対する武力攻撃に対して，共通の危険に対処するよ
うに行動するということを約束しておる。これはやはり憲法の制限のもととい
う限定がついておりますけれども，これまた軍事同盟に類する，少なくとも軍
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事同盟に類する内容であるというふうにいわなければならないのじゃないか，
こういうふうに考えるのであります。この点に関して，いやしくも日本国の施
政のもとにある領域に対する攻撃に対しては，こういう規定の有無にかかわら
ず，自衛権が発動するということを言う人がありますけれども，それは当然で
あります。当然でありますけれども，もしこういう第五条の条文がなければ，
単に自衛権が発動するだけであって，その自衛権の発動の仕方というものは，
これはそのときの情勢によって日本国が自主的に決定することができる。と
ころがこの条項がありますと，これは共通の危険に対処するように行動しな
ければならぬという義務を負う。そういう意味において，重大なそこに改悪
点がある」（71）と主張する。有事の際に，日本の自衛権の発動を超えてアメリカ
の戦略に組み込まれていく危険性を指摘しながら，新日米安保条約に対して批
判的な見解の一端を明らかにしている。
　次に，同公述人は，新日米安保条約が批准発効したあとの政治的影響につい
て，四点にわたり問題点を指摘している。第一点目は，国益を害するおそれが
あることである。「私は率直に申しまして，米国との間の友好は日本にとって
必要だ，非常に重要だというように考えておりますけれども，しかしながらそ
の反面において日本が中ソ両国に隣しておるということも，これはまた厳然た
る事実でありまして，この中ソ両国というものに対して個人的にどういう感情
を持つかということはこれは別にして，きわめて近くにあるところのこの大国
に対して，できるだけそれを刺激しない態度をとる。しかもこの場合において
中ソ両国が従来日本との関係においていろいろ歴史的な事情を持っておる，中
国に関していえば，満州事変以来日本が一方的に中国に対して侵略をして参り
ましたし，またソ連に関していえば，シベリア出兵以来の因縁があるし，さら
にまた日ソ中立条約にもかかわらず，日本に対して宣戦をしてきたという事情
もある。そういったような歴史的な事情を考えました場合において，今日軍事
的に非常に弱くなっておりますところの日本としては，きわめて近くにおると
ころの中ソという二つの大国に対して無用の刺激をするということは，最も賢
明ではない態度ではなかろうか。これは日本の国家的利益を著しく害するので
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はないか」（72）と陳述する。日米安保条約改定が，結果として，周辺国をいたず
らに刺激し，もって国益を害することになりかねないことを危惧する見解を明
らかにしている。
　第二点目は，アメリカの世界的な封じ込め政策の一環として成立した新日米
安保条約が，周辺国，つまり中ソの伝統的な国益にとって脅威とうつる可能性
について言及している。すなわち，「われわれは日本人ですから，日本の立場
というもので考えるのは正しいのでありますけれども，外交関係の場合におい
ては，相手側がどう考えるかということを考えないで，ただこちらの主張だけ
を一方的に主張して，そうして相手側がそれに文句を言えば，それは誤解だと
いうのでは，それでは外交はやっていけない。国家の利益は守られない」（73）と
述べつつ，イデオロギー的な観点だけではなく，広範な視点から安全保障や外
交を考察する必要性を強調している。
　第三点目として，周辺国を仮想敵と想定した軍事同盟を結ぶことの危険性に
ついて言及する。第二次大戦時の欧州諸国等の事例を紹介しながら，「イデオ
ロギーにおいて，自由陣営に属する，自由民主主義をとるということと，そう
して国家の政策として軍事同盟を結ぶということとは，これは区別しなければ
ならぬ」（74）との認識を示している。
　第四点目は，日米安保条約改定にともなう，経済的な観点からのマイナス効
果についてである。すなわち，同公述人は，「経済競争という，こういう新ら
しい経済的手段，イデオロギー的手段をもってするところの，つまり平和的手
段をもってするところの戦争というような，─平和的手段をもってする戦争
というのは，ちょっと形容も不十分のようですけれども，競争と言いかえても
いいですが，そういうような苛烈な国際競争場裏において，このような条約を
結ぶことによって，改定することによって中ソ両国を不必要に刺激するという
ことは，経済競争に耐え抜く場合において，マイナスにはなってもプラスには
ならぬ」（75）と，非軍事的側面における負の影響を指摘している。
　最後に，同公述人は，「私の結論といたしましては，この安全保障条約の改
定すなわち新安保条約の国会承認に対しては，反対であるという意見を私は
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持っております。少なくとも軍事同盟的な第三条と第五条は，これは思い切っ
て修正もしくは削除する必要がある。そういうことをすることによって，現行
の安全保障条約というものが決して日本として有利なものではない，満足する
ものではないということは冒頭に申し述べた通りでありますから，そういうよ
うな配慮をすることによって，つまり中ソを不必要に刺激することによって，
日本の国家的利益を阻害する，害するということをしないように配慮しなが
ら，安全保障条約の改定を通ずるところの段階的解消に進むのが，日本として
最も正しい方針ではなかろうか」（76）と陳述する。結論として，新日米安保障条
約の第三条と第五条の削除，ひいては新日米安保条約の発展的解消が日本の安
全保障にとって望ましいとしている。
　（7）田村幸策公述人
　　安全保障条約は，所謂集団的自衛権を組織化したものであり，国際法上，
それぞれの国家に対して自然権として賦与されたものあることを，田村公述人
は，以下のように指摘している。
　初めに，日米安保条約の国際法上の位置付けについて，「これは新旧ともそ
うでございますが，集団的自衛権というものを組織化したもの」（77）であり，「こ
の権利は，国連憲章の英文では固有の権利となっておりまするが，フランス語
の正文では正当防衛の自然権という文字が使ってあります。従って，自然法上
の権利でありまして，実定法によって与えられた権利ではない。国家として，
国家が生まれてくれば，それだけの事実で，だれから授けられることもなく，
当然にその国家に内在する権利である，こういう思想によって立案されてお
るのであります」（78）と述べ，その原則的含意を明確に規定する。「この権利は，
人に譲ることもできなければ，人から奪われることもない権利であります。そ
れでありまするから，日本が独立国であるということを否認しない限り，日本
がこの集団的自己防衛権に基づいて，自分の選ぶ友邦と集団安全保障条約とい
うものを結ぶという権利を否認し得ない」（79）としている。したがって，「日本
が今の国連憲章の規定でありまする国連に加盟しない前から，サンフランシス
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コ平和条約でもこれが認められておりますし，このサンフランシスコ条約に参
加しませんでしたソ連も，日ソ共同宣言でこれを認めておる，こういうことが
言えるのであります」（80）と述べつつ，国家として安全保障措置を講じることは，
至極当然のことであることを明らかにしている。
　さらに，この集団的自衛権の性格について，「これは学者の間でも議論もあ
りますし，説も分かれておるのでありまするが，最も権威ある学者の説明によ
りますると，これは第一には，この集団的自衛権というものを認めるというこ
とが，平和を維持する上におきまして，国際社会の全般的利益と終局的には一
致するということが一つであります。それから第二の理由は，こういう集団的
権利を認めなければ，ただ個別的の自衛権だけでは，世界を支配せんとする一
国または国家群に対して，彼らがねらっておりまする犠牲者を一つずつ撃破し
ていく門戸を開くものである，それだから，集団的自衛権というけれども，こ
れは個別的自衛権というものを合理的に表現したものにほかならない，もしく
は，非常に個別的な自衛権を賢明にし，かつ，これを先を見通したものにほか
ならない」（81）との見解を示している。
　くわえて，国連システム成立以降の国際社会において，「元来，この自衛権
という制度は，あくまで例外的な規定でありまして，憲章の規定から申しまし
ても，例外的な権利であります。でありますから，この憲章を起草した者の意
図のように，現在の国連が機能を発揮しておってくれれば，かりにこういう権
利を認めましても，それを実際に発動する場合というものは，きめて希有な
場合でなければならぬはずであります」（82）との解釈を述べている。しかしなが
ら，「御承知のように，今日の国連は，いわゆる中枢機関でありまする安保理
事会というものが，麻痺されて，半身不随の状態に陥っております。それがた
めに，この例外的な制度でありまする自衛権というものが，かえって原則的な
制度に化してきた」（83）との現状認識を明かにしながら，「今日現実の問題とい
たしまして，世界の平和を維持しておりまするものは，国連ではなくて，この
集団的自衛権に基づいて作られておる NATO が中心であり，それに，あるい
は SEATO とか，全米相互援助条約というものがくっついております。わが安
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保条約も，そのカデゴリーに入るものである」（84）との基本的な認識の枠組みを
説いている。
　また，同公述人は，日米安保条約が必要とされる要因として，国連常任理事
国が侵略行為をおこなっても，拒否権の関係で，決して侵略行為にはならい制
度上の問題点を次のように指摘している。「かりに，国連がそれでは本然の姿
を取り戻して，いわゆる憲章の起草者が意図したような機能を発揮し得る状態
になったといたしましても，なおかつ，現在の国連の制度というものは，五大
国の一つ一つに御承知のように拒否権というものを与えておりまして，五大国
自身はもとよりでありますが，五大国が保護する小さな国が，どんな明々白々
たる侵略行為をやりましても，絶対にこれが侵略行為にならないのでありま
す。従って，彼らは国連から制裁を受けるということはない」（85）。このことは，
「第一次世界大戦以後できました国際連盟が崩壊いたしましたのも，これはや
はり大国の侵略でありまして，日本，イタリア，ドイツ，それからロシヤとい
う─ロシヤ（ソ連）が一番しまいにやりまして，これは旧国連（国際連盟）
二十年間の歴史において唯一の追放された国であります。日本がついに制裁を
受けなかったということは，かえって不幸でありました。イタリアはごく部分
的な制裁を受けた。ドイツはそれを見越して先に脱退した。最後に残っておっ
たロシヤ（ソ連）がフィンランドを侵略して，これは国連（国際連盟）から，
初めてでありましたが，追放を受けたのであります。こういう大国の侵略であ
ります。現行制度のもとにおきましても，大国が侵略を始めましたら，これは
もうどうすることもできない」（86）ことを明らかにしている。
　よって，「どんな制度を作っても，大国の侵略行為を処理することはできな
い。国連が大国に対して強制行動をとることは，大戦争を賭せざる限り不可能
であること明瞭である。かかる事態に立ち至れば，国連がその目的に失敗した
ときであって，各加盟国はおのおの最善と認める行動をとるほかない。しかし
国連創設の趣旨は，大国が自発的に自己制限を受諾することによって，かかる
事態の発生を阻止することにあった」（87）との考えに至ることを説いている。す
なわち，「大国が侵略を始めましたならば，国連では手に負えないということ
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は，初めから，国連を作った当時からきまっておった。サンフランシスコの国
連の制定会議では，アメリカ政府はどういう意見を出しておるかと申しますと，
「大国が侵略者になれば，安保理事会は，戦争を防止する力はない。その場合
には固有の自衛権が適用され，世界各国は，おのがじし彼らが戦争を行なうか
いなかを決定しなければならない。」とあるのでありまして，われわれは，国
連の全面的な保護のもとにありましても，なおかつ，日本のような小国，弱国
は，どこかの大国の保護を受けなければ，大国がもし日本に侵略した場合はど
うすることもできないというのが，国連そのものの姿，ほんとうの姿でありま
す。そういう意味において，われわれがこれに対して，雨の降る前に用意して
おくということは，けだし国を守っていく上からは当然ではないか」（88）との見
解を陳述している。
　ゆえに，「現在の安保条約は，日本が敵国たる地位を脱却する瞬間に，平和
条約と同時に結ばれた関係上，日本に全然発言権がない，降伏文書の継続た
る性格を持っております。第一，その起草方法からも一方的でございまして，
『何々することを得』『せねばならぬ』ということは一つも言いてありません。
みな，『するを得』と書いてあります。向こう様がやれるように，ちょうど
ポツダム宣言と高じ書き方であります。そういうものを，これを NATO とか
SEATO というような，世界的水準の集団安全保障のパターンに引き直したも
のが今度の条約」（89）であることを紹介しながら，「この大敗戦から完全に回復
いたしました日本の国際的地位というものを，アメリカが力強く，かつ公式
に承認したものが，今度の新安保条約と言えるのであります」（90）との認識を示
している。
　さらに，同公述人は，日米安保条約の改定が，冷戦構造の歴史的所産である
ことを指摘しながら，抑止としての軍事同盟の意義について，以下のように論
じている。「スターリンが，封鎖の飢餓戦術によって，西ベルリンを奪取せん
としたことが，NATO を生んだ直接の原因であります。中共が，ホー・チミン
を援助しまして，インドシナの共産化を企てたことが，SEATO を生んだ直接
の原因であります。スターリンが，武力によって南北朝鮮の統一を企てたこと
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が，日米安保条約を生んだ直接の原因であります。だから，そういう意味にお
きまして，この安保条約は，世界的規模において，国際共産勢力の侵略の可能
性に対しまして，自由世界の安全を防衛せんとする使命を持っておる意味にお
きましては，全く同一性格のものであります。だから，日本を仮想敵国といた
した中ソ同盟条約と，朝鮮の侵略と，日米安保条約というもの，この三つは，
時間的にもそうでございまするが，その三者は不可分の因果関係を構成してお
ります」（91）。
　そのうえで，同公述人は，「日本は，この安保条約を結ぶことによって，戦
争に導くとか，戦争に日本が巻き込まれる」という議論に関連して，次のよう
に反論している。「日本人の心理状態に，戦争の傷あとというものが非常に深
いのでありまして，何でも戦争に結びつける」（92）という社会心理的な傾向を指
摘しながら，「世界に四十三ヵ国ありますが，その四十三ヵ国の国全部が，い
ずれも，ソ連さえいくさを始めてくれなければ，われわれはもう絶対に，永久
にいくさに見舞われることはないという確信のもとに立っております。幸いに，
フルシチョフ首相は，武力で共産主義を拡張しないとおっしゃっておられるの
で，はたしてそうであれば，このできた安保条約も，これはもう過去において
そうでございますけれども，将来も長く伝家の宝刀として──これはひとり安
保条約でなく，NATO もそうでございますが，これは伝家の宝刀といたしまし
て，さやにおさまったままこれを使わずに──これが一番大事なのであります。
使わぬ，使うようなことがあってはいけない，そのまま抑制力として残ってい
くということが期待される」（93）との見解を示し，日米安保条約改定の意義を説
いている。
　また，日米安保条約が，周辺国を刺激することで，結果的に報復を受ける可
能性が高まるとの安保慎重論に対しては，主権国家として自衛手段を講じる
ことは，当然のことであると主張する。「これを結ぶと中ソ両国を刺激すると
いうのです。それから，刺激したから報復を受ける，こういうことが反対論
の一つなのでありますが，私はこれは逆にとるのでありまして，報復などさ
れる，それだからこそ，われわれがこの条約を結ばなければならぬ必要性を，
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むしろこれは言っておるものである。これも，日本ばかりではございません。
四十三ヵ国がみなそうであります。ちゃんとアメリカと一緒に結んでおります。
ほかのヨーロッパ，アメリカの四十三ヵ国がソ連や中共を刺激せず，日本ばか
り，日本の条約だけがなぜ刺激するのかということが，まず問題なのでありま
す」（94）と反論する。「ローマを滅ぼしたものはローマ人自身であって，北方の
蛮族ではない」（95）という教訓を紹介しながら，「日本の国内の分裂というもの
が，国際政治においては，権力者がこれを利用しないのはうそでありまして，
われわれも利用したのですから，あしたに呉佩孚（96）をやり，夕べには段祺瑞（97）
を援助するということを，やるのであります。そういうようなことで，今ちょ
うどわれわれが対象になっておるのであります。大体刺激すると言うけれども，
隣の国が戸締まりをする，けしからぬやつだといってこれを憤慨する者があり
とするならば，その人はもし隣の人が戸締まりを怠ったならば，その家に忍び
込もうとする意図を抱いているものといわざるを得ないのであります。だから，
日本が自衛の措置をとることについて，もしどこかの国が刺激されるとするな
らば，その国は，もし日本が自衛措置をとらなかったならば，日本に侵略をし
ようという野心を持っておると言われても，しようがないのであります。それ
でありますから，安保条約を破棄せよというようなことをおっしゃる国もあり
ますが，そういう国は，安保条約というものがあることが，非常にじゃまにな
る国なのであります。じゃまにならぬ国は，イギリスもフランスも言わないの
ですね。だから，これを言うものは，どうしても日本に対して潜在的の侵略者
である，こういわざるを得なくなるのであります」（98）と自らの解釈を示し，日
米安保条約改定の正当性を主張している。
　また，同公述人は，現行の日米安保条約の第三条，四条，五条についての解
釈議論を整理しながら，幾つかの誤解について反論している。その一点目は，「三
条の規定には二つの誤解があるのです。今その誤解を，猪木先生自身がお開き
になったのであります。その一つは，あの三条の規定によって，日本が軍備を
増強する義務を負うたのだという誤解であります。これはソ連の覚書にもあり
ます。それから第二の誤解は，あれによって，自助と相互援助ということがあ
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るから，日本がこれからアメリカを武力で援助する義務を負うたのだという，
二つの誤解であります。これはいずれも誤解であります。何となれば，この条
文は NATO にも SEATO にもみんなあります。ところが，たとえば NATO には，
アイスランドという国が入っております。これは一兵，一艦，一機持っておら
ぬ，まる裸の国であります。同じ条文があれば，あの条文で義務を負うという
ことになれば，アイスランドも軍備を作らなくてはならぬ。それからまた，ル
クセンブルグなどという国がありますが，こういうものが，軍備を増強したと
いうことをだれも聞かない。あの条文があるために，軍備を増強する義務を負
うたということは，だれも聞かない。日本だけに，あの条文を，そう解釈され
る必要はない。アメリカは，そういう解釈を迫ってこないと思う。もしそうい
うことをすれば，ほかの国にもそう言うはずなんです。ヨーロッパの国とかア
ジアの他の国にやりませんで，日本ばかりに，そういうことを言えるはずはな
いのでありましょう」（99）と述べながら，日米安保条約第三条に関する誤解を論
難している。
　誤解に対する反論の二点目は，「第二の誤解は，相互援助というのは武力援
助─ NATO に関する書物は非常に少ないのでございますけれども，私が読
んだ限り，こういうことを書いております。あの条文，三条と四条と五条とい
うのは，大体並んでおります。NATO も，今度の日本の安保条約も，三つ並ん
でおります。初めは三条で，いわゆる相互援助で，われわれが武力の抵抗に対
する能力を維持発展するということと，その次は協議制度，それからいよいよ
武力攻撃があった場合，この三つが並んでおります。この三つを，学者はこう
いうふうに説明しております。三条の規定というものは，まだ非常に朗らかな
晴天の日，何ら侵略などの模様のない時代に，きょうは晴天であるけれども，
いつまた荒天がくるかわからぬので，あらかじめ用意しておかなければならぬ
規定が三条であって，その次の第四条の協議制度に及ぶのですが，これは天の
一角に黒雲が現われて脅威がきそうだ，それがきたらどういう態度をとかとい
うことを協議するというのが，その次の条項であります。それからいよいよ暴
風雨がきたというのが，日本で言えば第五条でありますが，そういうように配
─ 167 ─
政治研究　第 2 号
列がみな同じになっておる。日本のは，武力攻撃に対して抵抗能力を維持，発
展とございますが，それと同じ条文がほかにもあるのであります。そういう意
味であって，決してこれによって武力で相手の国を助けるなんという─もし
これが第五条にありましたならば，日本も武力でアメリカを助けなければなら
ぬということも言えるのでありましょう。特に非常に明らかなことは，琉球に
攻撃があった場合に，琉球の統治権はアメリカが持っておりますから，これは
日本に対する攻撃ではありませんで，アメリカに対する攻撃であります。そう
すると，琉球を日本が武力で援助することになれば，これはあるいは日本の本
土をアメリカが援助するかわりに，日本は，アメリカの統治下にある琉球を援
助するということになると，これは相互的になるかもしれません。それはない
のですから─今度はそういう義務を日本は負うてないのですから，これを
もっても相互援助でないということがわかるのであります」（100）。
　また，現行の日米安保条約によって，日本がアメリカに対して軍事基地を提
供したことが，あたかも日本の主権を差し出しているかの如き議論に対して，
批判を加えている。「新条約で，引き続いてアメリカに日本は軍事基地を貸し
ておるが，それは日本の主権をアメリカに譲渡し，日本人自身が，独立をアメ
リカに差し上げたようなものだ，独立をすっかり失ったようなものだ，こうい
う非難がございます。これはいかにも子供だましの議論でございまして，イギ
リスには，六万のアメリカの戦略爆撃機がおりまして，しかも，四つの大きな
軍事基地を持っております。そうしてしかも，原水爆を載せて毎日イギリスの
上空を飛行しておる。この前の総選挙のときには，労働党から，あんなものを
やめてくれというスロ―ガンまでありました。それほどのことをやっておる。
フランスには三カ所あります。イタリアには二カ所，スペインにも二カ所ある。
こういう国が，主権を失ったとか独立を失ったというようなことを，だれも言
いやしない。ところが，日本だけそういうことを言う。どういうものか。こう
いうことも，まことに私は残念なことだというふうに考えるのであります」（101）。
　最後に，同公述人は，新日米安保条約のカウンターパートナーであるアメリ
カの国民性について言及しながら，日本の安全保障を実現する上でのその意義
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を，以下のように説いている。「アメリカ研究の世界的権威者でありますジェー
ムズ・ブライスという人がありますが，この人が，アメリカの国民性の三大特
色というものをあげております。その一つはアメリカは自由を熱愛するという
こと。ある場合には，生命より自由を重んずる。提督ヘンリーの，われに自由
を与えよ，しからずんば死を与えよという，この伝統が続いておって，大統領
が軍にものを言う場合，それから日本におりまする部隊長が，部下に言う場合
の訓令というようなものを，われわれもよく読むことがありますが，それを見
ますと，やはり決して愛国，国を守れというようなことを言わないのでありま
す。お前らが犠牲を払って，命を捨ててくれという場合にも，国を守ってくれ
というようなことは決して言わないのであります。いつも言うことは，自由の
ために身をささげろ，こういうほど自由を熱愛しておる。第二の特色は，弱者
に対する同情の非常に深いということであります。言いかえるならば，下敷き
になった犬が立ち上がろうとするのを支持してやる，こういう念が非常に強い
ということであります。これも，われわれはやっぱりいろいろな体験を，した
こともありますが，目撃することが多いので，われわれ自身もこういうことを
皆さんとともに感じているのでありましょう。第三は，国際法を尊重する。こ
れは私は自分の教科書にも書くのでありますが，国際法を尊重するということ
は，条約を守るということであります。私ども，こうして非常に弱くなり，小
さくなった国でありますから，弱い者いじめをするよりも，弱い者に同情して
くれる国と運命をともにしたい。それから，条約を破る国よりも，条約を守っ
てくれる国とわれわれは生存をともにしていきたい。でありますが，私が最も
高く評価しておりますのは，むしろ，そのことじゃなくて，一番初めの自由で
あります」と述べながら，アメリカと同条約を結ぶにあたっての妥当性を強調
する。同公述人は，「われわれは，あくまで言論の自由が行なわれ，政府を批
判する自由が許され，職業を選択する自由が許され，ストライキをやり，デモ
をやる自由が許されるような国，いつまでもそういう国になっておりたいので
あります。すなわち，日本の憲法に書いてありますように，人類多年の努力の
成果でありますのですが，この努力の成果を投げ捨てて，またもとのような自
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由のない国に戻るということは，絶対にわれわれは避けねばならぬ。その意味
におきまして，自由の国と手をつないでこの国の生存を維持していこう，そう
いう意味におきまして，私はこの条約を支持するものでございます」（102）と述べ，
陳述を結んでいる。
　（8）西春彦公述人
　西公述人は，冒頭，当時の国際情勢を勘案して，「安保条約は必要である，
しかし，今度の改定は，ソ連，中共などとの関係から見て，大きな危険がある
そうである，以上，改定に関する国民の要望は当分これをがまんして，現行の
安保条約で進むべきである」（103）と考えを示唆する。すなわち，対ソ連ならびに
対中国関係悪化を回避するためにも，旧日米安全保障条約を改定せず，現状の
まま維持する旨の意見陳述をした。
　その根拠として，自らがまとめ，岸首相ならびに藤山外相へ宛てた日米安保
条約改定に関する意見書を紹介する。その論点は，今回の改定が，対中ソ関係
の観点から，外交上の危険性を内包しているというものである。その理由は，
以下の通りである。すなわち，「一，根本の点として，ソ連は，元来，安保条
約は対日講和条約締結の当時，アメリカが日本に押しつけたものであるとして
おり，その反面，日本をひどく誹議してはいない。しかし，今回の条約の改定
は，完全に日本の自由意思で行なわれるものであるから，新条約の全部につい
てソ連，中共が日本の責任を問うことになるのは当然覚悟していなければなら
ない。二，具体的の点で最も重要視するところは，米軍の基地飛び出しである。
それについて日本との協議ないしその同意を要することになれば，アメリカの
自由行動はそのために多少制限されるでありましょうが，協議を経て飛び出し
た米軍の行動については，日本もこれに関与したゆえをもって，米国と共同責
任を負わされることを覚悟しなければならない」（104）と，新日米安保条約の成立
にともなう日本側の責任について言及している。
　次に，同公述人は，自身の外交官としての経験をもとに，「三，自分のモス
クワでの経験としまして，昭和十一年，日独防共協定が締結された際に，ソ連は，
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日独の両国を仮想敵国とみなしまして，わが国に対してもほとんど国交断絶に
ひとしい妨害を加えた。すなわち，当時すでに合意に達していた日ソ漁業条約
の改定案に調印を拒絶し，日本大使にはなはだしい侮辱を加え，大使館及び領
事館に対し種々の圧迫を加え，多くの領事館は閉鎖のやむなきに至った。さら
に，北樺太の石油，石炭利権事業にもひどい圧迫を加え，利権事業は逐次縮小
を余儀なくされ，最後には，これを放棄するほかなきに至ったのである。四，
今日でも東西の対立は依然解消していない。ソ連は，前大戦中に日独同盟の脅
威に苦しめられた体験を忘れないであくまで東ドイツを把握する強硬方針を堅
持しておる。かかる際に行なわれる安保改定は，ソ連から見れば，これは日本
の軍事提携の強化と見て，これに対処せんとする気配がうかがわれる。それか
ら，それと関連して，ソ連，中共からの対日圧迫の強化も懸念される」（105）と述
べ，外交上予想される負の連鎖的影響を指摘している。
　さらに，有事の際に憂慮されることがらについて，同公述人は，「五，戦争
の場合，新条約では，ソ連，中共は，日本をアメリカと共同の敵として侵攻す
る口実が一そう従来と比して容易となる。六，重大な対外政策は，自国に都合
のいい方面ばかりを考えないで，相手国の立場になって，とくとその影響を考
究しなければいかぬ。悔いを百年の後に残すことがある。政府側がソ連，中共
関係を深く考慮した形跡がないことを憂える。七，アメリカも東西の冷戦緩和
に向かって熱意を加えつつあるとき，ソ連にとっては，往時の日独提携を想起
させるような安保改定が，日米両国にとって，はたまた世界平和のためから，
はたして時宜を得た措置と言い得るであろうか。重大案件の審議にあたっては，
常に最悪の場合を念頭に置いて策を練るべきである。日本の国力は戦前と比し
て著しく低下しておる今日，一歩誤れば千仭の谷に突き落される。安保改定に
よって種々の危険にさらされるのは，主として日本であって，アメリカではな
い」（106）と述べ，結論として，「八，為政者は慎重の上にも慎重を期し，いやし
くも，国家の安全を危うくする行動は，行きがかりや体面にこだわらず断固抑
制すべきである」（107）との考えを表明している。
　くわえて，同公述人は，日米安保条約の改定にともなって，懸念される事
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柄について，以下のように述べている。「一，安保改定は，最悪の事態に陥っ
ている中共との関係をわが方みずから救いがたいものにする。二，日本はア
メリカと対等の実力的立場に立って基地飛び出しの協議を行なうことができ
ない。それにかかわらず，共同責任を負わされるということになるとすれば，
結局，日本は，こういう条約を結ぶ資格，能力なくしてこれを結んだという
ことになるだろう。この点は，日米の共同責任問題とあわせて，条約改定上
の致命的な欠点である」（108）と述べ，新日米安保条約の問題点を，あらためて
指摘する。
　そのうえで，「三，わが国の安全は国際信義以上の重大事項である。改定の
結果生ずる困難につき，アメリカ側の了解を求めて，交渉を中止することは困
難でない」（109）とも主張する。さらに，「四，事前協議で日本が反対すれば拒否
権行使にひとしいとの説は，国際通念を逸脱し，条約先例にも反する。五，在
日米軍に対する共同防衛は，相手国からわが国に対する報復を招く。日本はア
メリカではない。困難は戦時ばかりではなく，平時にも及ぶわけである」と，
新日米安保条約の成立に伴う危険性を指摘する。同公述人は，「六，安保改定は，
日本にとってはあまりありがたみがなく，実力不相応であり，不安，危険を伴っ
て，内外の事態を一そう複雑にする。現行安保条約のもとで日本の安全は過去
七年間確保され，経済の復興に大いに寄与した。今外部から日本を侵略する危
険が特に増大した事実はない」（110）との認識を明かしている。
　また，同公述人は，「安保改定こそ不安，危険を誘発するのである。臨時国
会の審議過程で，すでに対外関係を悪化させた。アメリカの了解を得て，すみ
やかに交渉を打ち切った方がいい。（中略）新安保条約が調印されてから間も
なく，先ほども話がありましたように，ソ連はわが政府に通告をよこして，新
条約を非難し，外国軍隊の駐留する間は歯舞，色丹両島の引き渡しを行なわな
いと言ってきました。ここに，早くも歴史の歯車が動き出したのであります」（111）
と述べ，すでに現実の外交面で生じた事象について，危惧の念を明らかにして
いる。
　同公述人がとりわけ憂慮していたのは，日ソ関係の最大の懸案事項であった
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領土交渉問題への影響であった。すなわち，「日ソ国交回復交渉は領土問題で
行き詰まり，ロンドンとモスクワで一年半の歳月を費やし，最後には，鳩山総
理が病気を押してモスクワに行かれ，最も困難だった領土問題は，ようやくあ
の程度の話し合いで共同宣言が調印されたのであります。しかしながら，南千
島，すなわち，国後，択捉の問題については，日本の主張には強い根拠がある
のであります。もし日本が日ソ両国の関係を悪化せしめないで，善隣関係を進
める方向に向かって不断の努力を続けるならば，南千島の問題についても，将
来何らかの話し合いを遂げる可能性がないとは決して言えないのであります。
また，最後には，国際的解決というような問題も必要となるかもしれません。
ともかく，こういうふうにして話し合いが成立すれば，平和条約はいつでも成
立し，歯舞，色丹はすぐにも返還されることが期待されておったのであります。
しかるにかかわらず，歯舞，色丹に関する最近のソ連の通告のままで新安保条
約を批准するならば，少なくとも，今後十年間，領土問題の解決の望みは失わ
れてしまう」（112）と述べ，旧安保条約改定を強く牽制した。
　最後に，同公述人は，以上の議論をふまえ，日米安全保障条約の改定につい
て「新条約の以上のような長所と短所，すなわち，種々の対外的危険を比較対
照いたしまして，新条約は批准を見合わせて，当分現行条約で進むことが，わ
が国にとって得策である」（113）と結論している。
　4　日米安全保障条約の評価―日米世論調査等
　1960 年 6 月 15 日，新日米安全保障条約は，国会で承認された。爾来 50 年
の歳月が流れたが，その間，激動の続く東アジアのみならず幾多の国際的変動
に耐えつつ，日米安保条約は，所謂「持続と変容」のプロセスを経験し現在に至っ
ている（114）。そこで，以下では，日米両国政府ならびに国民が，現段階において，
日米安保条約をどのように評価しているかについて，各種世論調査のデータや
最近の日米両政府の動向をもとに検証してみたい。
　内閣府が 2010 年 1 月に実施した世論調査「自衛隊・防衛問題に関する世論
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調査」では，日米安保条約に関する興味深い調査結果が示されている。同世論
調査の第 6 項目「日本は現在，アメリカと安全保障条約を結んでいるが，こ
の日米安全保障条約は日本の平和と安全に役立っていると思うか，役立って
いないと思うか」との問いに対して，「役立っている」と回答した人の割合は
76.4％で，その内訳は「役立っている」31.3％，「どちらかといえば役立ってい
る」45.0％となっている。反対に，「役立っていない」と回答した人の割合は
16.2％で，その内訳は「どちらかといえば役立っていない」11.9％，「役立って
いない」4.3％となっている。回答者を性別で見ると，「役立っている」とする
者の割合は男性で高くなっている。年齢別で見ると，「役立っている」とする
者の割合は 50 歳代で，「役立っていない」とする者の割合は，30 歳代，40 歳
代でそれぞれ高くなっている（115）。
　また，同調査の第 7 項目「日本の安全を守るためにはどのような方法をとる
べきだと思うか」との問いに対して，「現状どおり日米の安全保障体制と自衛
隊で日本の安全を守る」と回答した人の割合は 77.3％，「日米安全保障条約を
やめて，自衛隊だけで日本の安全を守る」と回答した人の割合は 9.9％，「日米
安全保障条約をやめて，自衛隊も縮小または廃止する」と回答した人の割合は
4.2％となっている。このデータを，平成 19 年度の調査結果と比較するかぎり
においては，大きな変化は見られない（116）。
　さらに，安保条約改定 50 周年を特集した NHK テレビ特別番組（全 4 回）では，
安保条約を肯定評価する人が，70％以上（NHK 独自の調査）であることが報
道された（117）。
　他方，アメリカ側からみた場合，日米安全保障条約はどのように評価され
ているのか。外務省が米国ギャラップ社に委託して，2010 年に実施した世論
調査データを見てみたい。同調査の第 4 項目「日米安保条約の評価」に関す
る設問のうち，「日米安保条約はアメリカの安全保障にとり重要であると思う
か」との問いに対して，「極めて重要である」と回答した人の割合が 53％，「あ
る程度重要である」と回答した人の割合が 36％，「あまり重要でない」と回答
した人の割合が 9％となっている。「極めて重要である」及び「ある程度重要
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である」と回答した人の割合は，合計約 9 割に達する。アメリカは，「現在の
日米安全保障を維持すべきと考えるか」との問いに対し，2009 年では「維持
すべき」と回答した人の割合が 87％，「そうは思わない」と回答した人の割合
が 6％，「意見なし」と回答した人の割合が 7％であった。また，「日本は防衛
力を増強すべきと考えるか」との問いに対して，「増強すべき」と回答した人
の割合が 54％であるのに対して，「そうは思わない」と回答した人の割合は
38％，「意見なし」と回答した人の割合は 8％，となっている（118）。
　以上の調査結果から，日米両国の国民意識のレベルでは，日米安全保障条約
を肯定的に評価する意見が多数を占め，日米両国民の圧倒的多数が日米安保体
制を支持していることが分かる。
　ところで，先ほどふれた日本側の内閣府の世論調査について，一言触れてお
きたい。この調査結果データから読み取れることは，新日米安保条約の自然承
認から半世紀がたち，所謂 60 年改定安保条約に対する肯定的評価の割合が，
高水準で定着しつつあることである。最近の同調査の結果を見る限り，日米安
保条約に対する評価の推移は，改定当初のそれと比較して，隔世の感を禁じえ
ない。改定当時は，冷戦の真っただ中であり，国内外の諸条件ともあいまって，
日米安保条約改定の何たるかを正しく理解することは，甚だ困難であった。
　しかし，年月が経過するにしたがって，日本が経済社会的な豊かさを享受し，
世界有数の経済大国としての国際的な地位を占めるようになると，日米安保条
約に対する国民の評価も肯定的な方向へと変化していった。この間，日米安保
条約に反対を唱えていた当時の野党・日本社会党は，非武装中立，自衛隊違
憲の党是を変えなかった（119）。しかし，当時の日本社会党の支持層のなかには，
日米安保条約は日本の安全保障に役立っているとして，自衛隊と日米安保条約
の二つの組み合わせによる日本の安全保障政策を肯定する動きも出てきた。そ
れを象徴するのが，平成 6 年（1994 年）の自由民主党，新党さきがけとの連
立政権の誕生である。村山富市首相（当時，日本社会党党首）は，防衛庁長官（当
時）に玉澤徳一郎（自民党）を据え，今までの党是を変更して，自衛隊の合憲
ならびに日米安保条約の堅持を明確にした。国民の大多数が日米安保条約を肯
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定的に評価している現実を受け入れ，遅ればせながらそれに追随したともいえ
よう。このことは，歴史的な視点からみるならば，岸首相（当時）が騒然とし
たなかで，安保条約改定という政治的決断を下したことが，決して間違ってい
なかったということでもあり，その政治的遺産が，50 年後の今日の日本の礎
となっていることを間接的に証明しているともいえるのではないだろうか。
　次に，日米政府レベルで，日米安保条約がどのように評価されているのかに
ついて，最近の動向をもとに述べてみたい。
　2010 年 1 月 19 日，日米安保条約署名 50 周年に当たって，日米安全保障協
議委員会の日米両国の外務国務大臣，防衛大臣，国務長官，国防長官は，「共
同発表」をおこなった（120）。それによると，両閣僚は，「日米同盟が，日米両国
の安全と繁栄ともに，地域の平和と安定の確保にも不可欠な役割を果たしてい
ることを確認する。日米同盟は，日米両国が共有する価値，民主的理念，人権
の尊重，法の支配，そして共通の利益を基礎としている。日米同盟は，過去半
世紀にわたり，日米両国の安全と繁栄の基礎として機能してきており，閣僚は，
日米同盟が引き続き 21 世紀の諸課題に有効に対応するよう万全を期して取り
組む決意である」（121）と述べ，日米同盟の意義を確認しつつ，過去半世紀にわた
る発展の源泉が，日米安保条約であると位置付けた。
　次に，「日米同盟は，すべての東アジア諸国の発展・繁栄のもととなった平
和と安定を東アジアに提供している。あらゆる種類の顕在化する 21 世紀の脅
威や地位及びグローバルな継続的課題に直面する中，日米同盟は，注意深く，
柔軟であり，かつ，対応可能であり続ける。この地域における最も重要な共
通戦略目標は，日本の安全を保障し，この地域の平和と安定を維持すること
である。日本及び米国は，これらの目標を脅かし得る事態に対処する能力を
強化し続ける」（122）と述べ，日米安保体制はアジア太平洋地域の繁栄を下支え
するとともに，21 世紀の脅威やグローバルな諸課題解決のため協力していく
と強調した。
　最後に，「日米安全保障条約署名 50 周年に当たり，閣僚は，過去に日米同盟
が直面してきた課題から学び，さらに揺るぎない日米同盟を築き，21 世紀の
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変化する環境にふさわしいものとすることを改めて決意する。このため，閣僚
は，幅広い分野における日米安保協力をさらに推進し，深化するために行って
いる対話を強化する」（123）と結んでいる。
　ところで，1960 年に改定された日米安保条約が，2010 年に 50 周年を迎える
ことを記念して，特殊切手「日米安全保障条約改定 50 周年」（124）（図 1 参照）が
発行された。切手は，当時の署名式のおこなわれたホワイトハウスのイースト
ルームでの岸信介首相とアイゼンハワー大統領との署名式の風景や日本の国会
議事堂とアメリカ合衆国議会議事堂がデザインとなっている。両議事堂は，条
約の最終的な承認を象徴する場所として，両議事堂が重なり合ったデザインと
なっている。この記念切手の発行日は，同条約が発効した日を記念して 2010
年 6 月 23 日（水）となっている。この特殊切手は，日米両国が，同盟関係に
込められた含意とその重要性を一層理解し，そのうえで日米関係をさらに深化
させたいとの政治的メッセージを象徴するものと解釈したい。
（図 1）特殊切手「日米安全保障条約改定 50 周年」
（日本郵便事業株式会社，2010 年 6 月 23 日発行）
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　5　おわりに
　本稿は，はじめにでも述べたように，日米安全保障条約等特別委員会公聴会
の議事録をもとに，公述人の膨大な陳述のなかから，重要と思われる部分を抜
粋して論じたものである。
　8 人の公述人の論述は，当時としては，いずれもがすぐれた見識と明確な主
張に裏打ちされたものであった。ただ，8 人の公述人の安全保障に対する考え
方は，それぞれの依って立つ立場や国家観等により，客観的な事実や，歴史的
な事実の認定においても解釈が異なっている。しかし，いずれの公述人も，現
実的かつ事実関係に基づく要素を加味して論じており，それぞれの立場から時
代に対する警告を発している。本稿では，公述人の陳述内容の解釈は必要最小
限度にとどめ，可能な限り原文を変更することなく，長文のまま掲載したのは，
読者が，公述人の論述を客観的に読み解くうえで支障をきたさないようにする
ためであったことをお断りしておく。
　日米安保条約改定から 50 年余の歳月が経った。我々は，この日米安全保障
条約の半世紀にわたる歴史的現実から，虚心坦懐に，何を学ぶことができるの
であろうか。
　現在，日本を取り巻く国際環境は急速に変貌を遂げ，大きな変動のうねりが
押し寄せている。先行きが不透明な朝鮮半島情勢，軍事力の増強著しい中国，
FTA や TPP などアジア地域で急速に進む経済統合，さらには米国のグローバ
ルな戦略体制にもかげりが見え始めた。
　このような状況のなかで，日本の安全保障に対して米国と日本は，どこまで
協力を進められるのか，またどのような役割を今後担うのかが問われている。
また 50 年間続いてきた日米安保体制の歴史的変遷過程のなかで，今後，日本
がとるべき安全保障政策と米国がとる安全保障政策とが，これまでの戦略的プ
ロセスをどこまで継承していくのか，国際情勢の変化に対応して，開かれた議
論が求められている。まさに，小論で紹介した公述人による 50 年前の歴史的
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重みのある陳述が，今後の日本の安全保障議論にどのように活用され，活かさ
れるかが重要な要（かなめ）となるに違いない。
　注
　（ 1 ）　 2010 年 9 月 7 日午前，中国漁船が日本の領海である沖縄県尖閣諸島付近で違法
操業し，日本の海上保安庁の巡視船に衝突した事件を指す。『読売新聞』2010
年 9 月 8 日付。
　（ 2 ）　 2010 年 11 月 1 日，ロシアのメドベージェフ大統領が国後島を訪問した。これは，
ロシアの元首としては，初の北方領土訪問であった。『朝日新聞』2010 年 11 月
2 日付。
　（ 3 ）　 この点については，以下の代表的な文献を参照。楠綾子『吉田茂と安全保障政
策の形成』ミネルヴァ書房，2009 年，277 頁 –286 頁。吉田茂『日本を決定し
た百年 附・思出す侭』中公文庫，1999 年，296 頁。高坂正堯『高坂正堯著作
集』第一巻，都市出版，1998 年，146 頁 –147 頁。
　（ 4 ）　 このことは，例えば，第一条で「アメリカ合衆国の陸軍，空軍及び海軍を日本
国内及びその附近に配備する権利を，日本国は，許与し，アメリカ合衆国は，
これを受諾する」との条文規定からも容易に理解できる。奥脇直也編『2010 年
度版　国際条約集』有斐閣，656 頁 –657 頁。これは，米国の日本防衛義務が不
明確であるにもかかわらず，日本が米国に対して基地提供を一方的に義務付け
られた所謂「義務の片務性」を内包したものであった。また条約の期限解消の
あり方についての方法も，明確には決められていなかった。詳細は，信田智人『日
米同盟というリアリズム』千倉書房，2007 年，64 頁 –71 頁参照。
　（ 5 ）　奥脇直也，前掲書，656 頁。
　（ 6 ）　原彬久『岸信介 権勢の政治家』岩波新書，1995 年，186 頁。
　（ 7 ）　同，192 頁。
　（ 8 ）　同，192 頁。
　（ 9 ）　岸信介『岸信介回顧録』廣済堂出版，1983 年，360 頁。
　（10）　 奥脇直也，前掲書，640 頁。詳細は，我部政明『戦後日米関係と安全保障』吉
川弘文館，2007 年，293 頁 –297 頁参照。
　（11）　奥脇直也，前掲書，642 頁。
　（12）　 同，642 頁。この交換公文についての詳細は，坂元一哉「安保改定における相
互性の模索」『日米安保体制―持続と変容』（日本国際政治学会編『国際政治』
115 号，1997 年）11 頁 –26 頁参照。
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　（13）　奥脇直也，前掲書，642 頁。
　（14）　原彬久（1995），前掲書，211 頁。
　（15）　奥脇直也，前掲書，642 頁。
　（16）　 6 月 19 日にアメリカ大統領アイゼンハワーが，「日米修好百周年」を記念して
来日するため，その日から起算して 5 月 19 日は丁度 1 ヶ月前であった。
　（17）　 5 月 10 日，事態打開のために大統領補佐官ハガチーが羽田に到着した。しかし，
デモ隊により立ち往生し，ヘリコプターで脱出し，そのまま立川基地から帰国
する騒ぎがあった。所謂「ハガチー事件」である。『現代政治学辞典』桜諷社，
1994 年，819 頁参照。
　（18）　 岸信介，前掲書，224 頁。岸首相は，小倉警視総監からの報告を受け，自衛隊
の出動を検討したが，赤城宗徳防衛庁長官の反対で断念した。結局，政府は，
アイゼンハワー大統領の訪日延期の要請に踏み切らざるを得なかった。アイゼ
ンハワー大統領は，極東訪問のため，12 日ワシントンを出発し，マニラに到着
していた。
　（19）　同，224 頁。マッカーサー大使と藤山愛一郎外相との間で批准書が交換された。
　（20）　同，549 頁。
　（21）　同，549 頁。
　（22）　 同，636 頁。安保改定の性格に関しては，以下を参照。原彬久『日米関係の構
図』日本放送協会，1991 年。原彬久『戦後日本と国際政治―安保改定の政治力
学』中央公論社，1988 年。西村熊雄『安全保障条約論』時事新書，1959 年。
　（23）　原彬久（1995），前掲書，199 頁。
　（24）　 同，200 頁。国内政治における当時の権力闘争の詳細については，原彬久（1988），
前掲書 338 頁 –378 頁参照。
　（25）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，
昭和 35 年 5 月 13 日，1 頁。
　（26）　 同，第一号，2 頁。この公述人の発言は，旧日米安保条約が米ソ冷戦がいよい
よ深化しつつあった 1951 年 9 月に，米国の対ソ封じ込め政策の要石として結
ばれたことを考慮したものと思われる。原彬久「序説 日米安保体制―持続と変
容」（日本国際政治学会編（1997）前掲書），2 頁参照。
　（27）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，1
頁。米国ならびに日本政府は，「致命的な脅威」を前に，反共という共通目的
の確認に努めた。我部政明，前掲書，139 頁 –143 頁参照。
　（28）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，2 頁。
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　（29）　同，第一号，2 頁。
　（30）　 同，第一号，3 頁。この認識は，岸退陣をうけて誕生した池田内閣によって，
アジアでの反共外交として能動的に推進されることになる。吉次公介『池田政
権期の日本外交と冷戦』岩波書店，2009 年，13 頁 –23 頁参照。
　（31）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，3 頁。
　（32）　 同，第一号，3 頁。抑止とは，紛争を武力衝突に至らさせないようにするため
の危機管理政策の一環で，相手国を攻撃する費用と危険が，期待する効果を上
回ると敵対者に思わせることで，自分の利益に反するあらゆる行動を，敵対者
に取らせないようにする努力のことを指す。詳細は，土山實男『安全保障の国
際政治学』有斐閣，2004 年，参照。
　（33）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，4 頁。
　（34）　 同，第一号，4 頁。土山によると，例えば日本が太平洋戦争から学んだ一つの
教訓は，国家目標達成手段として軍事力や軍事組織に頼らないことであり，そ
の規範にしたがえば，憲法第 9 条や集団的自衛権の政府の立場へとつながる。
日米同盟は，その規範の上に形成された制度ということになる。土山實男「日
米同盟の国際政治理論」（日本国際政治学会編（1997）前掲書），174 頁 –175 頁
参照。
　（35）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，5 頁。
　（36）　 同，第一号，5 頁。塩川は，求められる日本の安全保障のあり方として，憲法
前文の「日本国民は，恒久の平和を念願し…平和を愛する諸国民の公正と信義
に信頼して，われらの安全と生存を保持しようと決意した」に込められた想い
に言及しながら，現実的観点から日米安保の存在をみつめることの必要性を述
べている。塩川正十郎「日米安保に憶う」藤原書店編集部編『「日米安保」と
は何か』藤原書店，2010 年，15 頁 –16 頁参照。
　（37）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，6 頁。
　（38）　 同，第一号，6 頁。この時期の日本は，占領後期の産業育成と貿易促進体制のもと，
「奇跡の経済成長」をとげ，通商国家として再生の道を歩んだ。信田智人，前掲書，
2007 年，87 頁 –88 頁参照。
　（39）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，6
頁 –7 頁。
　（40）　 同，第一号，7 頁。この日米安保改定交渉と国内政治，とくに政党政治の論理
並びに政治的磁場としての国会との関連についての詳細は，原彬久（1988），
前掲書，338 頁 –378 頁参照。
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　（41）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』第一号，7 頁。
　（42）　 同，第一号，7 頁。日本の安全保障確立のため，憲法と両立する相互条約を模
索し続けた岸首相の政治的リーダシップは，注目に価する。坂元一哉『日米同
盟の絆』有斐閣，2000 年，203 頁 –212 頁参照。
　（43）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，9
頁。すでに識者のあいだでは，将来，中国経済が台頭することが予想されていた。
ひるがえって，このことは，現在の日米同盟にとって，非常に重要な意味を持っ
てくる。詳細は，西原正・土山實男監修『日米同盟再考』亜紀書房，2010 年，
202 頁 –203 頁参照。
　（44）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』第一号，9 頁。
この見解は，日米安保をめぐる政治的位相について，「あたかも保守・反保守
に共通する安住の地がそこにあるかのようである」との分析と相通じる響きを
感じる。すなわち，当時の日本にとって，日米安保以外の現実的な選択肢を見
出すことは，甚だ困難なものであった。原彬久（1988），前掲書，503 頁 –504
頁参照。
　（45）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』 ，第一号，
10 頁。
　（46）　 同，第一号，11 頁。松岡氏は，この陳述の中で，バデンバーグ決議の内容につ
いて触れている。この決議は，米国が自国の安全に影響を及ぼす地域的・集団
的防衛協定に参加する際，その協定は，継続的・効果的な自助と相互援助の原
則に基づくことを定めたものである。詳しくは，波多野澄雄，『歴史としての
日米安保条約』岩波書店，2010 年，12 頁 –18 頁参照。
　（47）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』第一号，11 頁。
　（48）　同，第一号，11 頁。
　（49）　 同，第一号，12 頁。当時，日米安保改定をめぐる主要な反対意見のひとつは，
周辺国への配慮の問題であった。たとえば，改定反対の立場に立つ日本社会党
には，過去の歴史への反省を踏まえて，「反安保と日中（関係）は車の両輪で
あると」との考え方があった。原彬久（1988），前掲書，245 頁 –257 頁参照。
　（50）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，昭和 35 年
5 月 14 日，第二号，1 頁。
　（51）　同，第二号，1 頁。
　（52）　同，第二号，1 頁。
　（53）　同，第二号，1 頁。
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　（54）　同，第二号，1 頁。
　（55）　 同，第二号，1 頁。国際社会にあっては，自力救済が原則であり，安全保障の
基礎は，各国の国家安全保障，すなわち個別安全保障にある。しかしながら，
その効果が十分に期待できないときは，集団安全保障が，より安定した国家安
全保障を実現するための補完的機能を果たすことが求められる。柘山尭司編著
『集団安全保障の本質』2010 年，3 頁参照。
　（56）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，
2 頁。
　（57）　同，第二号，2 頁。
　（58）　同，第二号，2 頁。
　（59）　 同，第二号，2 頁。この結果として生まれた改定安保，すなわち現行の安保条
約は，基本的には，旧安保条約の構造をそのまま受け継ぐものの，多くの点で，
旧条約の不備を解消することに成功した。坂元一哉（2000），前掲書，213 頁 –
216 頁参照。
　（60）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，2 頁。
　（61）　同，第二号，2 頁。
　（62）　同，第二号，2 頁。
　（63）　 同，第二号，2 頁。この事前協議の約束によって，米国が核兵器を日本本土に
導入することは，事実上，断念せざるを得なくなった。坂元一哉（2000 年），
前掲書，254 頁参照。
　（64）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，2 頁。
　（65）　同，第二号，2 頁。
　（66）　同，第二号，3 頁。
　（67）　同，第二号，3 頁。
　（68）　同，第二号，3 頁。
　（69）　同，第二号，3 頁。
　（70）　同，第二号，3 頁。
　（71）　 同，第二号，3 頁 –4 頁。猪木公述人の共同防衛発言について補足すれば，1960
年安保改定は，実質的には「物と人との協力」であったとしても，米国が他の
同盟国と結んでいる安全保障条約との関係とで，どうしても欠かせない共同防
衛の体裁を，日本の憲法上の制約といかに折りあわせるかいという問題であっ
た，との考え方もある。また，その結果として，共同防衛の体裁は，旧条約の
ような駐留軍協定の色彩が強いものではなくなったという評価もある。坂井一
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哉（1988 年），前掲書，267 頁 –268 頁参照。
　（72）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，4 頁。
　（73）　同，第二号，5 頁。
　（74）　同，第二号，5 頁。
　（75）　 同，第二号，5 頁。この点に対しては，日米安保条約第二条（経済的協力）の
意義に着目する考え方もある。すくなくとも日本が GATT に正式加盟した 1955
年以降，日米間には，繊維製品をめぐる深刻な経済摩擦問題が生じていた。米
国は，当時，自由主義圏での国際通商の拡大を伴った強い経済が，軍事的強さ
に付随していなければならいと考えていた。日米安保条約改定とは，貿易摩擦
の回避も含めた日米経済関係の発展という国益を検討した結果でもあった。小
野直樹『戦後日米関係の国際政治経済分析』慶応義塾大学出版，2002 年，145
頁 −149 頁参照。
　（76）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，5
頁 −6 頁。
　（77）　同，第二号，6 頁。
　（78）　 同，第二号，6 頁。ここで言及された集団的自衛権とは，国連憲章第 51 条に，「個
別的自衛権」と並んで加盟国の「固有の権利」として掲げられたもので，加盟
国が集団で他国に対して反撃する権利を意味する。「個別的自衛権」は慣習法
上の権利だが，憲章はいうまでもなく「集団的な」権利も付け加え，個別的自
衛権同様，それも「固有の」権利であるとしている。本来，自らが攻撃されて
いないのに，あるいは攻撃される蓋然性が極めて低いのに，攻撃主体たる他国
を攻撃するということは，いわば「他国を防衛する権利」を持つということに
等しいという。ところが，国連憲章以前の慣習法では，国家が他国を防衛する
権利というものが，必ずしも確立していたわけではなかったので，この集団的
自衛権を「固有の」権利というには無理があり，その意味でも，国連憲章によっ
て確立された権利とみるほうが自然であるいと解釈されている。国際法学会編
『国際関係法辞典』三省堂，2005 年，453 頁参照。
　（79）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，6 頁。
　（80）　同，第二号，6 頁。
　（81）　同，第二号，6 頁。
　（82）　 同，第二号，6 頁。集団安全保障とは，「主権国家からなる国際社会において，
ある国が他の国を軍事的に侵略した場合，他のすべての国が侵略国に対して
（軍事的）制裁を加え，そのことによって侵略行動をやめさせ，侵略された国
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の主権を回復し，現状に復帰する仕組み」をさす。もともと国連憲章は，集
団的であれ，個別的であれ，自衛権の行使に対して法的制約を課している。
したがって，いずれの自衛権の行使であっても，「安保理が国際の平和およ
び安全の維持に必要な措置をとるまでの間」，すなわち国連が本来の集団安全
保障の機能を発揮するまでの期間という限定がなされている。国際法学会編，
前掲書，453 頁 −454 頁参照。
　（83）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，6 頁。
　（84）　 同，第二号，6 頁。ここで再度「集団的自衛権」について補足しておきたい。
国連憲章において，「集団的自衛権」が個別的自衛権と同列で併記されている
のには，当時，第 8 章で謂うところの「地域的取極又は地域的機関」が強制行
動をとるためには，国連安全保障理事会の許可が必要とされたことに対して，
ラテンアメリカ諸国が強い懸念を表明したことが背景にあるという。すなわち
「集団的な反撃あるいは軍事行動にいま少しの自由を確保したい」との願望に，
主要国がこれに応えたという事情があった。そのため，実質的には，このこと
は「同盟結成の権利」に近いものへと変質し，NATO や WTO（ワルシャワ条
約機構）の多くは，この集団的自衛権に基づくものとなった。結局のところ，
国連は，一方で集団的安全保障の理念を謳いあげながら，他方では，それと
相容れない同盟をも内部に抱えることになった。国際法学会編，前掲書，453
頁 −454 頁参照。
　（85）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，6
頁。国連は，「国際の平和及び安全の維持に主要な責任」を負うが，安保理常
任理事国である 5 大国には拒否権という特別の権限が与えられている。5 大国
の寡頭政治を，多数の中小国に押し付けたものとの主張もある。佐藤哲夫『国
際組織法』有斐閣，2005 年，77 頁。
　（86）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，6 頁。
引用文のカッコ書きは，引用者。
　（87）　同，第二号，6 頁。
　（88）　同，第二号，6 頁。
　（89）　同，第二号，6 頁。
　（90）　同，第二号，6 頁。
　（91）　 同，第二号，6 頁 −7 頁。冷戦の歴史的文脈と日米安保条約との関係についての
詳細は，五十嵐武士『日米関係と東アジア』東京大学出版会，1999 年，103−
130 頁を参照。
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　（92）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，7 頁。
　（93）　同，第二号，7 頁。
　（94）　同，第二号，7 頁。
　（85）　同，第二号，7 頁。
　（96）　 中国・山東省出身の政治家。袁世凱部下の軍閥曹をかつぎ，中華民国以後の軍
閥混戦のなかで，直隷派として大きな勢力を築き上げた。日本軍占領下で一時
傀儡政権に参加させられたが，抗日戦争中の 1939 年病死した。外務省外交史
料館日本外交史辞典編纂委員会編『新版　日本外交史辞典』，山川出版，323 頁
参照。
　（97）　 中国の軍閥政治家。安徽省出身。辛亥革命後は，袁世凱のもとで中華民国陸軍
総長，国務総理などに就任。袁の死後，北京政府の実権を握るため，軍閥戦争
を繰り返した。1917 年から 18 年にかけて，日本の寺内正毅内閣の援段政策と
結び，西原借款などの援助を受け，南方革命派の弾圧を図った。1924 年北京で
臨時執政に就任。北伐完了とともに勢力を失い，上海で 1936 年没した。外務
省史料館編，前掲書，555 頁参照。
　（98）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，7 頁。
　（99）　同，第二号，7 頁 −8 頁。
（100）　 同，第二号，8 頁。ここで議論されている日米安保条約の第五条と第六条は，
日米それぞれの「関与」と「義務」が，対称性を有していると理解できる。日
本の側から見た場合は，日本防衛に限定すれば日本は基地という「もの」と「金」
を，米国は軍隊という「ひと」を，相互に出し合う協力関係が成立している。
我部政明，前掲書，296 頁を参照。
（101）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，8
頁。極東有事の際には，事前協議によって，日本国内の基地使用について米国
の自由裁量は狭められていることになる。その意味では，日本の主権が損なわ
れるとの議論は，当てはまらないことになる。我部政明，前掲書，296 頁を参照。
（102）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，
8 頁。
（103）　 同，第二号，8 頁。旧安保条約のなかに，日本防衛の義務を明記せず，米軍が「一
方的に」駐留する権利を享受していたことに対しては，多くの国民が不満を抱
いていた。その結果，日米の「不平等」関係から脱却して，日本の独立性を高
めるべきだとの要求が高まっていた。我部政明，前掲書，116 頁参照。
（104）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，8
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頁 −9 頁。
（105）　同，第二号，9 頁。
（106）　同，第二号，9 頁。
（107）　同，第二号，9 頁。
（108）　同，第二号，9 頁。
（109）　同，第二号，9 頁。
（110）　同，第二号，9 頁。
（111）　同，第二号，9 頁。
（112）　 同，第二号，9 頁。国家の主権との関連で，ひとつ興味深い事実をここで紹介
したい。1963 年 8 月 14 日，当時，フルシチョフ首相の書簡を池田首相に手渡
すため来日したソ連のミコヤン第一副首相は，日米安保体制の解消を求める旨
発言した。これに対して，同年 8 月 18 日，自由民主党は，安保体制に関する
ミコヤン発言は内政干渉であるとの幹事長談話を発表した。『自由民主党史』
1987 年，349 頁 −350 頁参照。
（113）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，
11 頁。
（114）　原彬久（1997），前掲書，1 頁 −7 頁参照。
（115）　 内閣府が，2010 年 1 月に実施した世論調査報告書「自衛隊・防衛問題に関する
世論調査」（http://www8.cao.go.jp/survey/h20/h20-bouei/2-6.html）を引用。
（116）　 内閣府が 2009 年１月に実施した調査世論によると，「日米安保体制と自衛隊で
日本の安全を守る」が 77.3％，「日米安保条約をやめて自衛隊だけで日本を守る」
が 2.9％，日米安保条約を止めて自衛隊も縮小または廃止する」4.2％となって
いる。『防衛ハンドブック 2010』朝雲新聞社，2010 年，875 頁 −879 頁。
（117）　NHK テレビ『NHK 特集　安保条約 50 年』2010 年 12 月 5 日放映。
（118）　西原正・土山實男監修，前掲書，2010 年，306 頁 −308 頁。
（119）　 日本社会党に関する分析は，以下を参照。原彬久『戦後史のなかの日本社会党 
その理想主義とは何であったのか』中央公論新社，2000。また，60 年安保改定
をめぐる「五五年体制」については，植村秀樹「安保改定と日本の防衛政策」（日
本国際政治学会編，前掲書），28 頁 −30 頁参照。
（120）　『日本経済新聞』2010 年 1 月 20 日付。
（121）　 外務省ホームページ「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保
障条約（日米安全保障条約）署名 50 周年に当たっての日米安全保障協議委員
会の共同発表（仮訳）」2010 年 1 月 19 日（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/
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hosho/anpo50/kh_1001.html）引用。
（122）　同。
（123）　同。
（124）　 日本郵便「特殊切手『日米安全保障条約改定 50 周年』の発行（http://www.post.
japanpost.jp/kitte_hagaki/stamp/tokusyu/2010/h220623_t.html）引用。
巻末資料
　1．日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約
　（日米安保条約）
　1960 年 1 月 19 日　署名（ワシントン）
　同年 6 月 19 日 国会承認
　同年 6 月 23 日　批准書交換，効力発生
　1960 年 6 月 23 日条約第 6 号
　日本国及びアメリカ合衆国は， 
　両国の間に伝統的に存在する平和及び友好の関係を強化し，並びに民主主義の諸原則，
個人の自由及び法の支配を擁護することを希望し，また，両国の間の一層緊密な経済的
協力を促進し，並びにそれぞれの国における経済的な安定及び福祉の条件を助長するこ
とを希望し， 国際連合憲章の目的及び原則に対する信念並びにすべての国民及びすべて
の政府とともに平和のうちに生きようとする願望を再確認し，両国が国際連合憲章に定
める個別的または集団的自衛の固有の権利を有していることを確認し，両国が極東にお
ける国際の平和及び安全の維持に共通の関心を有することを考慮し，相互協力及び安全
保障条約を締結することを決意し，よって，次のとおり協定する。 
　第 1 条（国連憲章との関係） 
① 締約国は，国際連合憲章に定めるところに従い，それぞれが関係することのある国際
紛争を平和的手段によつて国際の平和及び安全並びに正義を危うくしないように解決
し，並びにそれぞれの国際関係において，武力による威嚇又は武器の行使を，いかな
る国の領土保全又は政治的独立に対するものも，また，国際連合の目的と両立しない
他のいかなる方法によるものも慎むことを約束する。 
② 締約国は，他の平和愛好国と共同して，国際の平和及び安全を維持する国際連合の任
務が一層効果的に遂行されるように国際連合を強化することに努力する。
　第 2 条（経済的協力の促進）
　 締約国は，その自由な諸制度を強化することにより，これらの制度の基礎をなす原則
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の理解を促進することにより，並びに安定及び福祉の条件を助長することによつて，
平和的かつ友好的な国際関係の一層の発展に貢献する。締約国は，その国際経済政策
におけるくい違いを除くことに努め，また，両国の間の経済的協力を促進する。
　第 3 条（自助および相互援助）
　 締約国は，個別的に及び相互に協力して，継続的かつ効果的な自助及び相互援助によ
り，武力攻撃に抵抗するそれぞれの能力を，憲法上の規定に従うことを条件として，
維持し発展させる。
　第 4 条（臨時協議） 
　 締約国は，この条約の実施に関して随時協議し，また，日本国の安全又は極東におけ
る国際の平和及び安全に対する脅威が生じたときはいつでも，いずれか一方の締約国
の要請により協議する。
　第 5 条（共同防衛） 
① 各締約国は，日本国の施政の下にある領域における，いずれか一方に対する武力攻撃
が，自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め，自国の憲法上の規定及
び手続に従つて共通の危険に対処するように行動することを宣言する。 
② 前記の武力攻撃及びその結果として執った全ての措置は，国際連合憲章第五十一条の
規定に従つて直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。その措置は，
安全保障理事会が国際の平和及び安全を回復し維持するために必要な措置を執つたと
きは，終止しなければならない。
　第 6 条（基地の許与） 
① 日本国の安全に寄与し，並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄与するた
め，アメリカ合衆国は，その陸軍，空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使
用することを許される。 
② 前記の施設及び区域の使用並びに日本国における合衆国軍隊の地位は，千九百五十二
年二月二十八日に東京で署名された日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第
三条に基づく行政協定（改正を含む。）に代わる別個の協定及び合意される他の取極
により規律される。
　第 7 条（国連憲章との関係） 
　 この条約は，国際連合憲章に基づく締約国の権利及び義務又は国際の平和及び安全を
維持する国際連合の責任に対しては，どのような影響を及ぼすものではなく，また，
及ぼすものとして解釈してはならない。
　第 8 条（批准）
　 この条約は，日本国及びアメリカ合州国により各自の憲法上の手続に従つて批准され
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なければならない。この条約は，両国が東京で批准書を交換した日に効力を生ずる。
　第 9 条（旧条約の失効） 
　 千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で署名された日本国とアメリカ合衆
国との間の安全保障条約は，この条約の効力発生のときに効力を失う。
　第 10 条（条約の終了） 
① この条約は，日本区域における国際の平和及び安全の維持のため十分な定めをする国
際連合の措置が効力を生じたと日本国政府及びアメリカ合州国政府が認めるときまで
効力を有する。 
② もつとも，この条約が十年間効力を存続した後は，いずれの締約国も，他方の締約国
に対しこの条約を終了させる意志を通告することができ，その場合には，この条約は，
そのような通告が行われた後一年で終了する。
　以上の証拠として，下名の全権委員は，この条約に署名した。
　
　千九百六十年一月十九日にワシントンで，ひとしく正文である日本語及び英語により
本書二通を作成した。
　
　　日本国のために
　　　　岸　信介 
　　　　藤山愛一郎 
　　　　石井光次郎 
　　　　足立　正
　　　　朝海浩一郎 
　　アメリカ合衆国のために 
　　　　クリスチャン・A・ハーター R
　　　　ダグラス・マックアーサー二世 
　　　　J・グレイアム・パースンズ 
※条約第六条の実施に関する交換公文
（日本側往簡） 
　書簡をもつて啓上いたします。本大臣は，本日署名された日本国とアメリカ合衆国と
の間の相互協力及び安全保障条約に言及し，次のことが同条約第六条の実施に関する日
本国政府の了解であることを閣下に通報する光栄を有します。 
　合衆国軍隊の日本国への配置における重要な変更，同軍隊の装備における重要な変更
並びに日本国から行なわれる戦闘作戦行動（前記の条約第五条の規定に基づいて行なわ
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れるものを除く。）のための基地としての日本国内の施設及び区域の使用は，日本国政
府との事前の協議の主題とする。 
　本大臣は，閣下が，前記のことがアメリカ合衆国政府の了解でもあることを貴国政府
に代わつて確認されれば幸いであります。 
　本大臣は，以上を申し進めるに際し，ここに重ねて閣下に向かつて敬意を表します。 
　　　　千九百六十年一月十九日にワシントンで
　　　　岸　信介
　　　　アメリカ合衆国国務長官　クリスチャン・A・ハーター閣下 
（合衆国側返簡） 
　書簡をもつて啓上いたします。本長官は，本日付けの閣下の次の書簡を受領したこと
を確認する光栄を有します。 
　書簡をもつて啓上いたします。本大臣は，本日署名された日本国とアメリカ合衆国と
の間の相互協力及び安全保障条約に言及し，次のことが同条約第六条の実施に関する日
本国政府の了解であることを閣下に通報する光栄を有します。
　合衆国軍隊の日本国への配置における重要な変更，同軍隊の装備における重要な変更
並びに日本国から行なわれる戦闘作戦行動（前記の条約第五条の規定に基づいて行なわ
れるものを除く。）のための基地としての日本国内の施設及び区域の使用は，日本国政
府との事前の協議の主題とする。
　本大臣は，閣下が前記のことがアメリカ合衆国政府の了解でもあることを貴国政府に
代わつて確認されれば辛いであります。
　本大臣は，以上を申し進めるに際し，ここに重ねて閣下に向かつて敬意を表します。
　本長官は，前記のことがアメリカ合衆国政府の了解でもあることを本国政府に代わつ
て確認する光栄を有します。 
　本長官は，以上を申し進めるに際し，ここに重ねて閣下に向かつて敬意を表します。
　　　　千九百六十年一月十九日
　　　　JANUARY 19, 1960
　　　　アメリカ合衆国国務長官　クリスチャン・A・ハーター
　　　　日本国総理大臣　岸信介閣下
　　　　
　2．日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約
　（日米安全保障条約（旧）） 
　1951 年 9 月 8 日　署名（サンフランシスコ）
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　1951 年 11 月 18 日　国会承認
　1952 年 4 月 28 日　発効 
　日本国は，本日連合国との平和条約に署名した。日本国は，武装を解除されているので，
平和条約の効力発生の時において固有の自衛権を行使する有効な手段をもたない。 
　無責任な軍国主義がまだ世界から駆逐されていないので，前記の状態にある日本国に
は危険がある。よつて，日本国は平和条約が日本国とアメリカ合衆国の間に効力を生ず
るのと同時に効力を生ずべきアメリカ合衆国との安全保障条約を希望する。 
　平和条約は，日本国が主権国として集団的安全保障取極を締結する権利を有すること
を承認し，さらに，国際連合憲章は，すべての国が個別的及び集団的自衛の固有の権利
を有することを承認している。 
　これらの権利の行使として，日本国は，その防衛のための暫定措置として，日本国に
対する武力攻撃を阻止するため日本国内及びその附近にアメリカ合衆国がその軍隊を維
持することを希望する。 
　アメリカ合衆国は，平和と安全のために，現在，若干の自国軍隊を日本国内及びその
附近に維持する意思がある。但し，アメリカ合衆国は，日本国が，攻撃的な脅威となり
又は国際連合憲章の目的及び原則に従つて平和と安全を増進すること以外に用いられう
べき軍備をもつことを常に避けつつ，直接及び間接の侵略に対する自国の防衛のため漸
増的に自ら責任を負うことを期待する。 
　よつて，両国は，次のとおり協定した。 
第一条 
　平和条約及びこの条約の効力発生と同時に，アメリカ合衆国の陸軍，空軍及び海軍を
日本国内及びその附近に配備する権利を，日本国は，許与し，アメリカ合衆国は，これ
を受諾する。この軍隊は，極東における国際の平和と安全の維持に寄与し，並びに，一
又は二以上の外部の国による教唆又は干渉によつて引き起された日本国における大規模
の内乱及び騒じようを鎮圧するため日本国政府の明示の要請に応じて与えられる援助を
含めて，外部からの武力攻撃に対する日本国の安全に寄与するために使用することがで
きる。 
第二条 
　第一条に掲げる権利が行使される間は，日本国は，アメリカ合衆国の事前の同意なく
して，基地，基地における若しくは基地に関する権利，権力若しくは権能，駐兵若しく
は演習の権利又は陸軍，空軍若しくは海軍の通過の権利を第三国に許与しない。 
第三条 
　アメリカ合衆国の軍隊の日本国内及びその附近における配備を規律する条件は，両政
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府間の行政協定で決定する。 
第四条 
　この条約は，国際連合又はその他による日本区域における国際の平和と安全の維持の
ため充分な定をする国際連合の措置又はこれに代る個別的若しくは集団的の安全保障措
置が効力を生じたと日本国及びアメリカ合衆国の政府が認めた時はいつでも効力を失う
ものとする。 
第五条 
　この条約は，日本国及びアメリカ合衆国によつて批准されなければならない。この条
約は，批准書が両国によつてワシントンで交換された時に効力を生ずる。 
　以上の証拠として，下名の全権委員は，この条約に署名した。 
　千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で，日本語及び英語により，本書二
通を作成した。 
日本国のために 
吉田茂 
アメリカ合衆国のために 
ディーン・アチソン 
ジョージ・フォスター・ダレス 
アレキサンダー・ワイリー 
スタイルス・ブリッジス 
